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１．調査研究の目的  

 本調査研究は，一般社団法人日本ログハウス協会から依頼されたものである。その目的

は，丸太組構法住宅に対する耐震性能発揮メカニズムの解明に向けた基礎資料の取得であ

る。 

 本報告書では，平成 19 年度～平成 21 年度にかけ同協会から建材試験センターに依頼さ

れ実施した試験結果並びに平成 22 年度に新たに依頼されて行った試験結果をもとに分析

したものである。 
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２．調査の内容  

 本調査研究では，丸太組構法住宅における耐震性能発揮メカニズムを解明するため，本

年度において鋼製ダボ単体の要素試験を新たに実施し，同試験結果と過去依頼された試験

結果に対する追加検討を行ったものである。 

 なお,昨年度は，各試験結果から鋼製ダボ単体のせん断抵抗機構に関する力学的な考察を

加えた丸太組構法住宅における耐震性能発揮メカニズムの分析，並びに，振動応答解析に

対する基礎的データの提示を行っている。本報告書は,その続編となる。 

 これらの依頼試験においては,いずれもログ材間がラグスクリュータイプの鋼製ダボに

より緊結されている。本報告書では,丸太組構法住宅を「ログハウス」，丸太組による校木

を「ログ材」，校木同士の緊結材に用いたラグスクリュータイプのダボを「鋼製ダボ」，丸

太組構法における壁構面を「ログ壁」と称している。 

 また，本報告書で準用した基準書として，丸太組構法技術基準及び設計・計算例（編集：

国土交通省国土技術政策総合研究所，独立行政法人建築研究所，日本建築行政会議，財団

法人日本建築センター，日本ログハウス協会）がある。以下，同基準を，丸太組技術基準

という。 
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 以下，本報告書の概要を述べる。 

 第 3 章では，ログハウスの耐震性能発揮メカニズムの解明の１つとして，要素単体の鋼

製ダボによるログ材間の引張試験を行った。本章では，試験結果を報告するとともに，同

結果を一次元振動台試験結果との対応性について検証している。 

 第 4 章では，丸太組構法住宅の耐震性能発揮メカニズムの解明の１つとして，要素単体

の鋼製ダボによるログ材間の一面せん断試験を行った。なお，昨年度の報告においても,

同じ試験を行い,鋼製ダボ単体のせん断抵抗機構に対する力学的分析と鋼製ダボ 1 本当た

りのせん断力－滑り変位関係に関する骨格線モデルの定式化を提案している。本報告にお

ける一面せん断試験は，昨年度の追加試験であり，主に鋼製ダボのせん断剛性について検

証している。 

 第 5 章では，3 章の結果を前提とした上で,一次元振動台試験時の層せん断力とダボ軸力

の関係を調べた。 

 第 6 章では，4 章の結果を前提とした上で,一次元振動台試験時の剛性を層せん断力－層

間変形(層間変位)曲線を用いて検証した。その際には，特定変形角時の挙動に着目してい

る。また,本章では，等価剛性並びに等価周期を調べるとともに，これとランダム波加振か

ら得られている固有振動数及び地震波加振時における加振中の卓越振動数との比較を試み

ている。これら,剛性及び周期などは,今後の復元力特性の把握と振動解析,ログハウスのロ

ッキング，丸太組技術基準による設計の妥当性に対する基礎的資料となることを目的とし

ている。 

 第 7 章では，昨年度調べた要素単体の摩擦試験とその分析結果(静摩擦の検証と提案)に

対する追加試験として動摩擦試験を行った。本章では，その結果のみを示している。 
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 ここで，本調査研究を行うに当たり，各依頼試験の実施及びその後の分析・検討の際に

は，大橋好光東京都市大学教授を主査とするワーキンググループを設置し，耐震性能発揮

メカニズムの解明を進めている。なお，ワーキングメンバーは，次の通りである。 

 

 主 査  大 橋 好 光  東京都市大学工学部建築学科 教授 

 委 員  原 田 喜 秀  株式会社アールシーコア 商品開発部 ＳＴＲ 

      岡 田   等  株式会社 TALO インターナショナル 

      二 連 木 清  有限会社レン構造設計事務所 代表取締役 

      白 石 一 三  有限会社レン構造設計事務所  
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３．鋼製ダボによるログ材間の引張試験 

 ログハウス耐震性能発揮メカニズムの解明の 1 つとして，写真－3.1 に示すように長さ

500mm のログ材を鋼製ダボを用いて 2 段重ねて構成したログ材間の引き抜き試験（以下，

ログ材間の引張試験という）を行った。 

 

写真－3.1  試験実施状況  

ログ材：A 

鋼製ダボ 

ログ材：B 
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３.１ 試験体  

 表－3.1.1 に試験体一覧を，図－3.1 に試験体を示す。 

 試験体の形状は，長さ 500mm からなる 1 本のログ材を水平に 2 段積み重ねて構成した

ものである。この時，重ね長さの中心位置にラグスクリュータイプの鋼製ダボ（材質：SS400）

を打ち込みログ材同士を緊結した。本試験で使用したログ材は，すぎ材（E50）である。 

 試験体は，合計 4 シリーズから構成されており，その変動要因は，①通常の段を想定

したログ材標準接合部及び最下段を想定した土台接合部による 2 種類，②ダボ径として，

φ13mm 及びφ16mm の 2 種類である。ここで，ダボ径φ13mm に対してはログ材断面の幅が

110mm，ダボ径φ16mm に対してはログ材断面幅が 130mm となっている。また，鋼製ダボの

全長は原則 300mm であるが，φ13mm のシリーズ 2 のみ 270mm となっている。その際，ねじ

部の長さはともに 100mm である。また，使用した座金は，いずれも形状が丸形，径がφ38mm，

厚さ 3.2mm である。 

 試験体数は，各種類とも原則 3 体づづとしたが，ログハウスにおいて最も使用頻度が高

いものについては，6 体行っている。 

 表－3.1.2 及び表－3.1.3 に，試験体の密度，含水率及び年輪幅を示す。なお，密度は

試験実施前に，含水率及び年輪幅は試験実施後に測定した。ここで，含水率の測定は，木

材水分計（測定範囲：4.0％～35％）を用いて各部材 3 箇所ずつ行った値である。年輪幅は，

年輪数 10 に対する平均年輪幅を示しており，合計 4 箇所（片面の木口面に対して 2 箇所ず

つ）測定した値を示している。 
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表－3.1.1  試験体 

上段 

ログ材（A） 

断面寸法 

[mm] 

下段 

ログ材（B） 

断面寸法 

[mm] 
シリーズ 

試験体 

記号 

幅 高さ 幅 高さ 

鋼製ダボ 

試験体数 

[体] 

1 T-13-110-180 180 

 径 ：φ13mm 

 長さ：300mm 

 材質：SS400 

6 

2 T-13-110-120 

110 110 

120 

 径 ：φ13mm 

 長さ：270mm 

 材質：SS400 

3 

3 T-16-130-180 180 

 径 ：φ16mm 

 長さ：300mm 

 材質：SS400 

3 

4 T-16-130-150 

130 

180 

130 

150 

 径 ：φ16mm 

 長さ：300mm 

 材質：SS400 

3 
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図－3.1  試験体           (単位 mm) 
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表－3.1.2  試験体の密度，含水率及び年輪幅 

試験体 

含水率平均 

［％］ 

年輪幅 

[㎜] 

記号 番号 

段 

密度 

[g/㎝

3

] 

平均 範囲 平均 範囲 

上 0.36 12.9 11.5 ～ 13.7 4.3 4.1 ～ 4.6 

1 

下 0.43 19.7 17.7 ～ 23.3 5.9 5.3 ～ 6.5 

上 0.39 20.0 17.4 ～ 22.7 6.0 5.7 ～ 6.6 

2 

下 0.38 17.1 16.7 ～ 17.4 5.7 4.7 ～ 6.9 

上 0.41 16.1 15.4 ～ 16.8 6.2 5.8 ～ 6.6 

3 

下 0.41 16.0 15.8 ～ 16.2 5.7 5.3 ～ 6.4 

上 0.40 17.5 16.0 ～ 18.9 5.9 5.3 ～ 6.4 

4 

下 0.42 22.8 20.3 ～ 24.5 4.8 4.5 ～ 5.3 

上 0.43 19.2 18.3 ～ 20.4 5.4 4.8 ～ 5.7 

5 

下 0.47 24.1 20.4 ～ 28.1 4.6 3.8 ～ 5.0 

上 0.40 19.5 18.3 ～ 20.7 3.6 3.2 ～ 3.9 

T-13-110-180 

6 

下 0.43 15.0 13.3 ～ 16.5 6.9 6.2 ～ 7.4 

上 0.42 18.6 18.0 ～ 19.8 3.8 3.6 ～ 4.2 

1 

下 0.45 15.8 15.4 ～ 16.0 5.5 5.2 ～ 5.7 

上 0.42 14.6 14.3 ～ 15.1 5.7 5.1 ～ 6.6 

2 

下 0.46 13.0 12.0 ～ 13.7 5.9 5.6 ～ 6.2 

上 0.40 14.5 13.3 ～ 15.2 6.5 6.1 ～ 6.9 

T-13-110-120 

3 

下 0.40 12.9 12.2 ～ 13.4 5.8 5.4 ～ 6.4 
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表－3.1.3  試験体の密度，含水率及び年輪幅 

試験体 

含水率平均 

［％］ 

年輪幅 

[㎜] 

記号 番号 

段 

密度 

[g/㎝

3

] 

平均 範囲 平均 範囲 

上 0.40 14.4 13.9 ～ 15.2 6.2 6.0 ～ 6.5 

1 

下 0.38 15.3 14.8 ～ 16.1 4.0 3.1 ～ 4.7 

上 0.47 38.4 31.8 ～ 42.0 6.9 6.7 ～ 7.0 

2 

下 0.48 18.1 17.0 ～ 18.8 4.3 4.2 ～ 4.5 

上 0.47 15.3 14.5 ～ 16.1 4.4 3.8 ～ 4.7 

T-16-130-180 

3 

下 0.43 14.0 13.3 ～ 14.5 3.8 3.5 ～ 4.4 

上 0.44 16.6 16.3 ～ 17.0 5.4 5.2 ～ 5.9 

1 

下 0.39 14.3 14.3 ～ 14.4 7.1 6.3 ～ 8.1 

上 0.44 14.4 14.0 ～ 14.8 5.7 4.9 ～ 6.5 

2 

下 0.38 14.3 12.7 ～ 15.2 3.4 3.2 ～ 3.7 

上 0.40 16.0 15.6 ～ 16.5 5.3 5.2 ～ 5.7 

T-16-130-150 

3 

下 0.39 14.5 14.4 ～ 14.7 2.8 2.2 ～ 3.2 
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３.２ 試験方法 

 図－3.2 に示すように，ログ材接合部の上下段それぞれに加力ジグを取付け，加力両端

をピン支持した後，単調載荷の引張荷重を破壊に至るまで連続して与えた。 

 この時，荷重はロードセル(容量：50kN，読み取り精度：0.025kN)により，また接合部間

の開き変位(容量：50mm，読み取り精度：1/200mm)及びダボのボルト頭のログ材へのめり込

み変位(容量：25mm，読み取り精度：1/500mm)を測定した。 

 ここで，以下，接合部間の開き変位を「開き変位(δ1)」，ダボ頭のログ材へのめり込み

変位を「めり込み変位(δ2)」と略して呼ぶ。 

 

 

図－3.2  試験方法 
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３.３ 試験結果(荷重－変位曲線) 

 図-3.3.1～図-3.3.4 に，荷重－変位曲線を示す。図は，試験体ごとに開き変位及びめり

込み変位の比較で示している。 

 図-3.3.5～図-3.3.8は，シリーズごとの 6 体及び 3 体の比較で，各図の上段が開き変位，

下段がめり込み変位である。 

 図-3.3.1～図-3.3.4 より，いずれの試験体もはじめ縦軸に沿って荷重が増加し，5kN～

10kN 近傍で剛性が低下した。その後は緩やかに荷重が増加し最大荷重が得られたが，最大

荷重に達したと同時に急激な荷重低下を示した。その際，開き変位は荷重の低下とともに

変位が進展したが，めり込み変位は概ね一定であった。従って，最大荷重そのものは，ダ

ボ頭のログ材へのめり込みによって得られたものと考えられる。 

 なお，図-3.3.5～図-3.3.8 にもあるように，同じシリーズでも，剛性変化点時の荷重，

最大荷重及び最大荷重時の変位などに，かなりのばらつきが見られた。 
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-13-110-180（ダボ：φ13，標準接合部）

 

図－3.3.1  荷重－変位曲線 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-13-110-120（ダボ：φ13，土台接合部）

 

 

図－3.3.2  荷重－変位曲線 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-16-130-180（ダボ：φ16，標準接合部）

 

 

 

図－3.3.3  荷重－変位曲線 

 

 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-16-130-150（ダボ：φ16，土台接合部）

 

 

図－3.3.4  荷重－変位曲線 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-13-110-180（ダボ：φ13，標準接合部）

３体目

４体目 ５体目 ６体目

 

 

図－3.3.5  シリーズごとの荷重－変位曲線の比較 

 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-13-110-120（ダボ：φ13，土台接合部）

３体目

 

 

図－3.3.6  シリーズごとの荷重－変位曲線の比較 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-16-130-180（ダボ：φ16，標準接合部）

３体目

 

図－3.3.7  シリーズごとの荷重－変位曲線の比較 

 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

試験体記号：T-16-130-150（ダボ：φ16，土台接合部）

３体目

 

 

図－3.3.8  シリーズごとの荷重－変位曲線の比較 

 

(財)建材試験センター
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３.４ 試験結果(最大荷重) 

 表-3.4.1 に，最大荷重及び最大荷重時変位の一覧を示す。表中には，シリーズごとの平

均値を示した。図-3.4.1 は，最大荷重と最大荷重時めり込み変位の関係を全試験体につい

て示したものである。めり込み変位（ダボ頭のめり込み変位）でプロットした理由は，前

項 3.3 より，最大荷重がダボ頭のログ材へのめり込みで得られていることが要因に挙げら

れたことによる。図中には，シリーズごとの最大荷重平均値も示している。 

 表-3.4.1 及び図-3.4.1 において，ばらつきはあるもののダボ径が同じ場合，標準接合部

と土台接合部とで最大荷重に大きな違いが見られない。これは，前項でも述べたように，

最大荷重がダボ頭のログ材へのめり込みで得られていることが要因に挙げられる。そのた

め，最大荷重は，ダボ径が同じであれば標準接合部及び土台接合部を区別せずに同一に取

り扱っても良いと判断される。そこで，ダボ径ごとに 5％下限値耐力（信頼度 95％，有意

水準 0.05）の算出を試みた。表-3.4.2 及び表-3.4.3 は，その結果(基本的統計値)である。

同表の結果より，ログハウスにおける鋼製ダボの引き抜き耐力の下限耐力が与えられ,設計

に対する基礎的資料の取得ができたと考える。 

 

 

(財)建材試験センター
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表－3.4.1  最大荷重及び最大荷重時変位一覧 

試験体記号 番号 

最大荷重 

Pmax 

［ｋN］ 

開き変位 

δ1max 

［㎜］ 

めり込み変位 

δ2max 

［㎜］ 

備考 

1 22.3 37.0 44.6 

2 17.5 10.9 10.3 

3 26.4 9.9 8.9 

4 19.1 25.6 24.8 

5 19.8 16.1 14.8 

6 25.7 34.8 33.6 

T-13-110-180 

平均平均平均平均    21.8 21.8 21.8 21.8 22.4 22.4 22.4 22.4 22.8 22.8 22.8 22.8 

ダボ：φ13 

標準接合部 

1 22.7 12.3 11.0 

2 25.1 18.1 17.4 

3 21.2 14.5 13.4 
T-13-110-120 

平均平均平均平均    23.0 23.0 23.0 23.0 14.9 14.9 14.9 14.9 13.9 13.9 13.9 13.9 

ダボ：φ13 

土台接合部 

1 22.4 14.6 13.8 

2 26.9 49.0 50.6 

3 30.8 46.2 43.7 
T-16-130-180 

平均平均平均平均    26.7 26.7 26.7 26.7 36.6 36.6 36.6 36.6 36.0 36.0 36.0 36.0 

ダボ：φ16 

標準接合部 

1 26.4 25.2 24.1 

2 24.5 16.4 15.1 

3 24.4 26.4 25.1 
T-16-130-150 

平均平均平均平均    25.1 25.1 25.1 25.1 22.6 22.6 22.6 22.6 21.4 21.4 21.4 21.4 

ダボ：φ16 

土台接合部 

 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

　 ● ： ダ ボ φ 1 3 ， 標 準 接 合 部 　

　 ● ： ダ ボ φ 1 3 ， 土 台 接 合 部 　

　 ● ： ダ ボ φ 1 6 ， 標 準 接 合 部 　

　 ● ： ダ ボ φ 1 6 ， 土 台 接 合 部 　

ダボφ13，標準接合部

（注）図中の実線は，シリーズごとの最大荷重平均値である。

ダボφ13，土台接合部

ダボφ16，標準接合部

ダボφ16，土台接合部

 

図－3.4.1  シリーズごとの最大荷重とめり込み変位の比較 

 

(財)建材試験センター
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表－3.4.2  試験結果(基本的統計値) 

試験体の 

ダボ径 

［㎜］ 

番号 

最大荷重 

Pmax 

［kN］ 

開き変位 

δ1 

［㎜］ 

めり込み変位 

δ2 

［㎜］ 

平均 22.2 19.9 19.9 

標準偏差 3.1 10.2 12.2 

変動係数 0.139 0.513 0.613 φ13 

5％下限値

耐力

＊

 

17.1 － － 

 

 

表－3.4.3  試験結果(基本的統計値) 

試験体の 

ダボ径 

［㎜］ 

番号 

最大荷重 

Pmax 

［kN］ 

開き変位 

δ1 

［㎜］ 

めり込み変位 

δ2 

［㎜］ 

平均 25.9 29.6 28.7 

標準偏差 2.9 14.7 15.1 

変動係数 0.112 0.497 0.526 φ16 

5％下限値

耐力

＊

 

21.2 － － 

 

 

 

（注）＊ 表－3.4.2 及び表－3.4.3 

     5％下限値耐力は正規分布を仮定した際の確率密度関数上の値で，（平均値－ 

     1.64 標準偏差）より求まる。以下，本報告で同様とする。 

(財)建材試験センター
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３.５ 検討結果 

（１）平均化曲線 

 前項の結果を受け荷重－変位曲線の比較を試みる。その検証に当たり本項では，同一ダ

ボ径ごとに得られた 9体又は 6体の荷重－変位関係の平均化を試みた。ここで平均化とは，

各試験体の曲線からδs＝0.002mm ごとの荷重を読み取り，それを同一変位ごとに 9 体又は

6 体で平均したもの（以下，平均化曲線という）である。図－3.5.1 及び図－3.5.2 に得ら

れた平均化曲線をダボ径ごとに示す。ここで，平均化曲線の算定範囲は，最大荷重時の変

位が 9 体又は 6 体のうちの最小値までとし，図中にはその算定範囲を併記している。図－

3.5.3 は，平均化曲線によるダボ径の比較である。 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

　　試験体：ダボ径φ13

ダボ径：φ13，標準接合部（6体）

ダボ径：φ13，土台接合部（3体）

平均化曲線

 

 

図－3.5.1  ダボ径ごとの平均化曲線 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

　　試験体：ダボ径φ16

ダボ径：φ16，標準接合部（3体）

ダボ径：φ16，土台接合部（3体）

平均化曲線

(注)図中，●印は，6体の中で最も小さい最大変位の点である。

 

 

図－3.5.2  ダボ径ごとの平均化曲線 

(財)建材試験センター
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　試験項目：ログ材間の引張

ダボ径：φ13

ダボ径：φ16

 

図－3.5.3  平均化曲線によるダボ径の比較 

(財)建材試験センター
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（２）平均化曲線と一次元振動台試験結果との比較 

 本項 5 の（1）節で得られた平均化曲線と要素壁一次元振動台試験との比較を示す。比較

に際しては，一次元振動台試験時に測定したダボ軸力とログ材間の相対上下方向変位曲線

との関係を調べる。ダボの軸力は，鋼製ダボ内に貼付した埋め込み式のひずみゲージ（首

下 35mm）を貼付し，その測定値に校正係数を乗じて求めた値である。なお，振動台試験時

の測定変位はログ材間の相対上下方向変位となるので，平均化曲線はログ材間の開き変位

（δ1）に対するものを用いている。 

 比較に用いた試験体は，①要素壁の形態を窓型開口としダボ量を変えた 3 体

＊1

(試験体記

号：鋼製ダボ 1.0，鋼製ダボ 1.5 及び鋼製ダボ 2.0)，②3 階建て試験体 1 体

＊2

(試験体記号：

3F)，③要素壁の形態を掃き出し開口とし前記①との比較を兼ねた 1 体(試験体記号：掃き

出し)及びこれにすだれ壁を有する 2 体の合計 3 体

＊3

(試験体記号：L=1000 及び L=2000)で

ある。 

 

＊1 依頼番号 07R026 号，平成 20 年 10 月発行（平成 20 年 4 月試験実施） 

＊2 依頼番号 09R025 号，平成 22 年 2 月発行（平成 21 年 12 月試験実施） 

＊3 依頼番号 10R002 号，平成 23 年 2 月発行予定（平成 22 年 10 月試験実施） 

 

 

 図－3.5.4～図－3.5.10 に，平均化曲線と一次元振動台試験の比較を示す。これらの図

において，平均化曲線は振動台試験時のダボ軸力とログ材間の相対上下方向変位関係を概

ね捉えることができている。従って，平均化曲線を定式化すれば地震時の挙動を推定する 

ことが可能となる。但し，前項までに示した例えば図－3.4.1 の最大荷重(頁 23)，図－3.5.1

及び図－3.5.2 の荷重－変位曲線(頁 26，頁 27)にもあるように，試験体によるばらつきが

多い。そうしたばらつきが振動台試験時にも生じており，平均化曲線より荷重が高いもの

又は低いものが多様に見受けられた。そのため，設計に対しては,下限値を採用する必要性

が少なからず伺える。その一方で，平均化曲線を超す引張力が生じても倒壊には至ってお

らず，ダボ軸力に関する設計への検討は，より詳細な分析が必要と言える。また，本静的

引張試験から得られた平均化曲線には，実際の建物に生じる鉛直軸力の影響が考慮されて

おらず，押さえ効果などを含めた検証も必要である。 

 

 

 

(財)建材試験センター
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BCJ波レベルⅠ　33％

JMA神戸海洋波50％

JMA神戸海洋波100％－1回目

平均化曲線

JMA神戸海洋波100％－2回目

試験体記号：鋼製ダボ1.0
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図－3.5.4  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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BCJ波レベルⅠ　33％

JMA神戸海洋波50％

JMA神戸海洋波100％－1回目

平均化曲線

JMA神戸海洋波100％－2回目

試験体記号：鋼製ダボ1.5
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図－3.5.5  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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BCJ波レベルⅠ　33％

JMA神戸海洋波50％

JMA神戸海洋波100％－1回目

平均化曲線

JMA神戸海洋波100％－2回目

試験体記号：鋼製ダボ2.0
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図－3.5.6  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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試験体記号：３Ｆ

加振波形　：JMA神戸海洋波（NS成分）50％・100％

BCJ波レベルⅠ　33％

JMA神戸海洋波（NS成分）

50％

JMA神戸海洋波（NS成分）

100％-1回目

JMA神戸海洋波（NS成分）

100％-2回目

平均化曲線

（注）１．変位の符号は，矢印の方向を（＋）とした。

　　　２．層せん断力及び層間変位の符号は，本紙面中の立面図の

       　 左から右向き方向が（＋）となっている。
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図－3.5.7  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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BCJ波レベルⅠ　33％

JMA神戸海洋波50％

JMA神戸海洋波100％－1回目

平均化曲線

JMA神戸海洋波100％－2回目

試験体記号：掃き出し
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図－3.5.8  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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試験体記号：L=1000

（注）層せん断力及び層間変位の符号は，

     本紙面中の立面図の左から右向き方向が

    （＋）となっている。

BCJ波レベルⅠ　33％
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図－3.5.9  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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試験体記号：L=2000

（注）層せん断力及び層間変位の符号は，

     本紙面中の立面図の左から右向き方向が

    （＋）となっている。
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図－3.5.10  平均化曲線と一次元振動台試験の比較 

(財)建材試験センター
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３.６ 本章まとめ 

 ログハウス耐震性能発揮メカニズムの解明の 1 つとして，ログ材を 2 段積み重ねて構成

したログ材間の引き抜き試験を行った。その結果，以下のことが明らかとなった。 

①最大荷重（引き抜き荷重）は，ダボ頭のログ材へのめり込みによって得られていた。 

②上記①の理由からダボ径が同じ場合，標準接合部と土台接合部とで最大荷重に大き 

 な違いが見られなかった。 

③最大荷重及び最大荷重時の変位を含め，荷重－変位曲線におけるばらつきが大きい。 

④上記の①～③に対して，本報告ではダボ径ごとに最大荷重（引き抜き荷重）に対する 

 5％下限値耐力を算出した。 

⑤試験体ごとに変位 0.002mm ごとの荷重値を読み取り，それを同じダボ径に対して同一 

 変位ごとに平均して求めた「平均化曲線」を示した。同曲線は，概ね動的時の挙動（一 

 次元振動台試験との比較）と概ね一致していた。 

(財)建材試験センター
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４．鋼製ダボによるログ材間の一面せん断試験 

 ログハウス耐震性能発揮メカニズムの解明の 1 つとして，長さ 500mm のログ材を 2 段重ね

て構成した鋼製ダボによるログ材間の一面せん断実験を行った。なお，昨年度においても同

様の試験を行っており，その際にはダボ径φ13mm を対象に 6種類 10体を取り上げている

＊1

。

表－4.1.1には，参考としてその一覧を示した。本報告一面せん断試験（以下，鋼製ダボの 

一面せん断という）は，昨年度の試験体に対する追加試験と位置付けている。 

 

 

 

   表－4.1.1  試験体（平成 21 年度試験体

＊

） 

シリーズ 

試験体 

記号 

ログ材 

断面 

[mm] 

せん断 

長さ 

[mm] 

高さ 

[mm] 

摩擦有無 鋼製ダボ 

ひずみ 

測定 

載荷軸力 

試験体数 

[体] 

11A 有り 1 

A 

11N 無し 

標準 軸 

1 

12A 有り 2 

B 

12N 無し 

標準 軸・曲げ 

2 

13A 有り 2 

C 

13N 

幅 110 

  

高さ 180 

300 

360 

（２段） 

無し 

 本数：1 本 

 径 ：φ13mm 

 長さ：300mm 

 材質：SS400 

ダボ頭なし 軸・曲げ 

1105N 

（錘 10 枚） 

0.041 

[N/mm

２

] 

2 

（注）1. 表中の載荷軸力欄における（ ）内の錘とは，鋼板（110.5N/枚）の枚数である。 

   2. 使用したログ材：すぎ(E70)， 

     鋼製ダボ 1 本当たりの降伏せん断耐力：6.905kN 

   ＊ 依頼番号 09R009 号，平成 22 年 2 月発行（平成 21 年 6 月試験実施） 

(財)建材試験センター
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４．１ 試験体 

 表－4.1.2及び図－4.1.1及び図－4.1.2に，試験体一覧を示す。試験体は，長さ 500mm か

らなる 1 本のログ材を水平に 2 段積み重ねて構成したものである。この時，ログ材間の重ね

長さは 300 ㎜とし，重ね長さの中心位置に鋼製ダボを打ち込みログ材同士を緊結した。本試

験で使用したログ材は，幅 110mm 又は 130mm，高さ 180mm で，すぎ材（E50）を使用している。 

 変動要因は，①ダボ径（φ13mm 及びφ16mm），②ダボ頭の有無及び③摩擦の有無である。

なお，試験体は，4 シリーズ 8 種類から構成され，各種類とも 3 体づつの合計 24 体となって

いる。使用した座金は，いずれも形状が丸形，径がφ38mm，厚さ 3.2mm である。 

 ここで,「ダボ頭無」とは,ラグスクリューボルトの六角頭を切断したもので,ログ材に設け

られている先行孔にダボを落とし込んだだけのものである。また「摩擦無」とは,ログ材を 2

段積み重ねる際に，ログ材間にテフロンシートを設けたものである。 

 表－4.1.3 及び表－4.1.4に，試験体の密度，含水率及び年輪幅を示す。なお，密度は試験

実施前に，含水率及び年輪幅は試験実施後に測定した。ここで，含水率の測定は，木材水分

計（測定範囲：4.0％～35％）を用いて各部材 3 箇所ずつ行った値である。年輪幅は，年輪数

10 に対する平均年輪幅を示しており，合計 4 箇所（片面の木口面に対して 2 箇所ずつ）測定

した値を示している。 

(財)建材試験センター
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表－4.1.2  試験体一覧 

シリーズ 

試験体 

記号 

ログ材 

断面 

[mm] 

せん断 

長さ 

[mm] 

高さ 

[mm] 

摩擦の 

有無 

鋼製ダボ 載荷軸力 

体数 

[体] 

11-A 有り 

1 

11-N 無し 

ダボ頭 

有り 

13-A 有り 

2 

13-N 

幅110 

  

高さ180 

無し 

本数：1本 

 径 ：φ13mm 

 長さ：300mm 

 材質：SS400 

ダボ頭 

無し 

14-A 有り 

3 

14-N 無し 

ダボ頭 

有り 

15-A 有り 

4 

15-N 

幅130 

  

高さ180 

300 

360 

（2段） 

無し 

本数：1本 

 径 ：φ16mm 

 長さ：300mm 

 材質：SS400 

ダボ頭 

無し 

1105N 

（錘 10 枚） 

各3 

（注）表中の載荷軸力欄における（ ）内の錘とは，鋼板（110.5N/枚）の枚数である。 

(財)建材試験センター
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単位 mm 

 

 

図－4.1.1  試験体（シリーズ 1，シリーズ 3） 

 

(財)建材試験センター
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単位 mm 

 

 

 

図－4.1.2  試験体（シリーズ 2，シリーズ 4） 

(財)建材試験センター
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表－4.1.3  試験体の密度，含水率及び年輪幅 

試験体 

含水率平均 

［％］ 

年輪幅 

[㎜] 

記号 番号 

段 

密度 

[g/㎝

3

] 

平均 範囲 平均 範囲 

上 0.39 14.9 14.0 ～ 15.3 6.1 5.9 ～ 6.5 

1 

下 0.40 16.2 15.8 ～ 16.7 5.6 4.7 ～ 6.4 

上 0.38 18.0 17.2 ～ 18.7 3.8 3.5 ～ 4.0 

2 

下 0.40 13.8 13.5 ～ 14.2 5.0 4.6 ～ 5.4 

上 0.38 15.4 14.8 ～ 15.8 5.7 5.1 ～ 6.4 

11A 

3 

下 0.40 16.0 14.7 ～ 17.3 5.3 4.5 ～ 5.8 

上 0.39 11.8 11.3 ～ 12.5 5.7 5.3 ～ 6.0 

1 

下 0.43 17.6 16.8 ～ 19.2 3.5 3.4 ～ 3.5 

上 0.39 12.9 12.2 ～ 13.5 5.9 5.5 ～ 6.2 

2 

下 0.39 16.5 14.8 ～ 19.0 5.6 5.4 ～ 6.1 

上 0.38 15.0 13.8 ～ 16.4 6.4 6.2 ～ 6.7 

11N 

3 

下 0.36 15.1 14.7 ～ 15.7 5.8 5.0 ～ 6.4 

上 0.39 13.6 13.1 ～ 13.9 5.8 5.4 ～ 6.2 

1 

下 0.40 20.0 16.1 ～ 23.3 5.0 4.7 ～ 5.3 

上 0.40 17.9 17.4 ～ 18.8 6.4 6.2 ～ 6.6 

2 

下 0.39 16.5 16.0 ～ 17.2 5.8 5.1 ～ 6.4 

上 0.38 17.4 17.3 ～ 17.6 6.3 5.7 ～ 6.9 

13A 

3 

下 0.36 18.0 17.5 ～ 18.4 5.6 5.0 ～ 6.3 

上 0.38 13.8 13.3 ～ 14.4 5.5 5.4 ～ 5.8 

1 

下 0.38 16.4 16.1 ～ 16.7 5.7 5.2 ～ 5.8 

上 0.36 21.4 18.6 ～ 23.7 3.5 3.0 ～ 3.9 

2 

下 0.44 15.7 15.6 ～ 15.9 5.3 4.6 ～ 5.7 

上 0.41 14.0 13.5 ～ 14.5 4.6 4.3 ～ 5.1 

13N 

3 

下 0.44 15.5 14.7 ～ 16.4 6.2 5.7 ～ 6.8 

 

(財)建材試験センター

-43-



 

 

表－4.1.4  試験体の密度，含水率及び年輪幅 

試験体 

含水率平均 

［％］ 

年輪幅 

[㎜] 

記号 番号 

段 

密度 

[g/㎝

3

] 

平均 範囲 平均 範囲 

上 0.39 14.3 13.8 ～ 15.0 5.8 5.5 ～ 6.5 

1 

下 0.57 20.2 18.5 ～ 22.6 3.5 3.4 ～ 3.5 

上 0.58 16.2 14.5 ～ 17.7 5.6 5.1 ～ 6.7 

2 

下 0.51 22.8 21.7 ～ 23.7 7.0 6.2 ～ 7.8 

上 0.51 18.9 18.3 ～ 19.9 6.1 5.2 ～ 6.9 

14A 

3 

下 0.51 19.6 18.7 ～ 21.0 4.1 3.6 ～ 4.4 

上 0.41 16.3 16.1 ～ 16.6 6.0 5.1 ～ 6.6 

1 

下 0.49 18.9 18.5 ～ 19.8 4.1 3.8 ～ 4.4 

上 0.52 16.6 16.0 ～ 17.5 5.9 5.5 ～ 6.3 

2 

下 0.46 15.7 15.1 ～ 16.2 7.9 7.2 ～ 8.2 

上 0.53 14.5 13.2 ～ 15.6 5.5 5.1 ～ 6.2 

14N 

3 

下 0.45 20.8 19.6 ～ 21.9 4.9 4.7 ～ 5.4 

上 0.45 24.0 22.9 ～ 25.5 6.5 6.1 ～ 6.9 

1 

下 0.47 14.1 13.0 ～ 15.5 5.3 4.5 ～ 6.2 

上 0.46 16.2 15.5 ～ 17.0 5.6 5.2 ～ 6.1 

2 

下 0.58 15.0 14.7 ～ 15.6 3.9 3.7 ～ 4.2 

上 0.51 17.6 16.1 ～ 18.6 6.1 5.4 ～ 6.4 

15A 

3 

下 0.49 15.3 14.6 ～ 16.1 5.2 4.2 ～ 5.9 

上 0.53 18.2 17.1 ～ 19.3 2.9 2.6 ～ 3.4 

1 

下 0.45 16.0 14.7 ～ 17.5 5.4 4.7 ～ 5.8 

上 0.41 14.9 14.3 ～ 15.4 6.5 5.8 ～ 7.1 

2 

下 0.37 15.8 14.5 ～ 17.4 5.9 5.4 ～ 6.4 

上 0.44 16.9 16.6 ～ 17.5 6.6 5.7 ～ 7.4 

15N 

3 

下 0.47 16.0 14.9 ～ 17.6 5.8 5.0 ～ 6.3 
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４．２ 試験方法 

 試験は，写真－4.2.1～写真－4.2.3に示すように一面せん断試験とし，試験体を鋼製反力

床梁上に水平に設置（下段のログ材をボルト留め）し，ログ材端部を反力用冶具に固定支持

した。また，油圧ジャッキの高さは，上段ログ材の高さ中心位置に設置している。加力は，

上段ログ材端部に設置した油圧ジャッキにより，S 型方式によりログ材間の接合界面にせん

断力を与えた。その際，図－4.2.1及び表-4.2.1に示すように，初め鋼製ダボの降伏耐力計

算値（Qdy）に達した後一端除荷し，その後破壊に至るまで連続して載荷した。なお，試験体

には，錘 1105N（1 枚当たり 400mm 400mm 9mm，110.5N/枚を 10 枚）を積載している。 

 測定は，接合界面の滑り変位(δs)を高感度電気式変位計（容量：10mm，読み取り精度：1/1000

及び容量：100mm，読み取り精度：1/100）及び接合界面の上下開き（容量：25mm，読み取り

精度：1/500）により測定した。荷重(ΣQndr)は，油圧ジャッキに取り付けたロードセル（容

量：10kN，読み取り精度：0.005kN 及び容量：50kN，読み取り精度：0.025kN）によって測定

した。なお，写真－4.2.1 及び写真－4.2.2 にあるロードセル 10kN 及び電気式変位計 10mm

は，参考として第 1 サイクルのみ測定したものである。本報告では，ロードセル 50kN 及び電

気式変位計 100mm により測定した値を用いる。 

 また，本試験では，鋼製ダボ内に埋め込み式のひずみゲージ（首下 35mm）を貼付し，軸ひ

ずみを測定した。測定しえた値には，校正係数を乗じ軸力換算した。 

 

  鋼製ダボの軸力（Nd） 

   Nd=εD 校正係数  [kN] 

   ここで，εD：計測ひずみ[ 10

-6

] 

   校正係数：0.025(径：φ13)，0.045(径：φ16) 
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写真－4.2.1 第 1 サイクル時の試験状況 

 

写真－4.2.2 第 1 サイクル時で測定した水平方向変位 

 

 

写真－4.2.3 第 2 サイクル時の試験方法 
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表－4.2.1  加力サイクル 

      加力 

      サイクル 

 

ダボの径 

1Ｃ 

Qdy 

[kN] 

2Ｃ 

Qmax 

[kN] 

φ13 6.55 破壊まで 

φ16 9.93 破壊まで 

(注)表中 Qdy はダボ降伏せん断耐力計算値を表し，その算出は丸太組技術基準計算例の 

  第 3 章「丸太組構法建築物の構造計算」3.3.4「耐力壁におけるだぼのせん断耐力， 

  剛性」の（1）「ダボのせん断耐力」中の（3.2）式による。 

   

Qmax 

Qdy 

1Ｃ 

図－4.2.1  加力サイクル 

2Ｃ 
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４．３ 試験結果（せん断力－滑り変位曲線） 

４．３．１ 微小な変位でのせん断力－滑り変位曲線 

 図－4.3.1 に，代表的な試験体を例に，第１サイクル時の詳細として示したせん断力と滑

り変位曲線を示す。 
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：11A（φ13頭有・摩擦有），13A（φ13頭無・摩擦有）

 

図－4.3.1  せん断力－滑り変位曲線 
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 滑り変位 0.4mm までを拡大した図－4.3.1 において，図中に●印でプロットした荷重より

摩擦係数を読み取った。それらの一覧が表－4.3.1である。 

 同表より，ダボ頭無しとしたシリーズ 2 及びシリーズ 4 においては，ダボ径による明確な

違いが見られず，6 体に対する摩擦係数（μa）の平均は 0.47（0.36～0.62）であった。同試

験体から得られた摩擦係数は，載荷軸力によって得られる摩擦係数となる。昨年度の一面せ

ん断試験においても同様にして求めた摩擦係数は 0.56 であり，本試験結果はこれよりやや小

さい値となる。また，昨年度は，鋼製ダボの一面せん断試験と並行して鋼製ダボを設けずに

行った摩擦試験を行っており，同試験から摩擦係数 0.54 が得られた。これらの結果を平均的

に捉えれば，ログ材間に生じる摩擦係数としてμa＝0.5 程度が見込まれることが明らかとな

った。 

 一方，ダボ頭有りとした試験体において，ダボ径φ13mm（シリーズ 1）の摩擦係数μa の平

均値は 1.5，ダボ径φ16mm（シリーズ 3）の摩擦係数μa の平均値は 1.7 であった。従って，

ダボ径φ16mm の方がφ13mm よりややμa が大きい傾向にあるが，どちらも使用した丸座金は

同じ径(φ38mm，厚さ 3.2mm)のものが用いられているので，施工時におけるダボの締め付け

力による摩擦力はダボ径によらず同じと考えられる。従って，これらμa の差異はばらつき

の範囲と考え，φ13mm とφ16mm の平均をとるとμa＝1.6 が得られる。なお，両シリーズか

ら得られたμa は，①載荷軸力による摩擦力及び②鋼製ダボそのもののログ材への締め付け

時に生じる摩擦力の 2 つが組み合わさっているので，ダボ頭無しの試験体から得られた摩擦

係数を差し引くと約 1.1 が得られる。従って，鋼製ダボの締め付けだけでも摩擦係数 1.1 程

度生じていたと判断される。参考までに，昨年度による鋼製ダボ一面せん断試験では，ダボ

締め付けによる摩擦係数は 0.5 程度であった。本年度と昨年度の差は，施工時のダボ締め付

け力の違いによるものと考える。従って，当然のことであるが，ダボ締め付け力は人為的誤

差が大きくなるので，設計に際してダボ締め付け力による摩擦力を考慮するには，施工時の

トルク管理などが求められることになる。 

 以上から，ログハウスにおける摩擦力の評価としては，ダボ締め付けによって得られる摩

擦力は実際の建物に対して余力と考え無視して扱っても，昨年度及び本年度の試験結果を総

じて，少なくとも載荷軸力による摩擦力を考慮したμa＝0.5 が提案される。 
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表－4.3.1  摩擦係数 

シリーズ 

試験体 

記号 

ダボ頭の 

有無 

摩擦の有無 

滑りせん断力 

ΣQn 

[kN] 

載荷軸力 

Nv 

[kN] 

摩擦係数 

μa 

=ΣQn/Nv 

1.127 1.02 

1.568 1.42 1 11A 有 

2.196 1.99 

0.685 0.62 

0.487 0.44 2 13A 無 

0.397 0.36 

1.857 1.68 

1.535 1.39 3 14A 有 

2.180 1.97 

0.541 0.49 

0.521 0.47 4 15A 無 

有 

0.511 

1.105 

0.46 
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４．３．２ 摩擦有無の比較 

 図－4.3.2-1～図－4.3.2-4に，各シリーズにおいて摩擦有無の比較で示したせん断力と滑

り変位曲線を示す。 
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図－4.3.2-1  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ13 頭有：摩擦有無の比較） 
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：13A（φ13頭無・摩擦有）と13N（φ13頭無・摩擦無）
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図－4.3.2-2  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ13 頭無：摩擦有無の比較） 
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断
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図－4.3.2-3  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ16 頭有：摩擦有無の比較） 
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図－4.3.2-4  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ16 頭無：摩擦有無の比較） 

 

(財)建材試験センター
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４．３．３ ダボ頭有無の比較 

 図－4.3.3-1～図－4.3.3-4に，各シリーズにおいてダボ頭有無の比較で示したせん断力と

滑り変位曲線を示す。 

(財)建材試験センター
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図－4.3.3-1  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ13 摩擦有：ダボ頭有無の比較） 
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図－4.3.3-2  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ13 摩擦無：ダボ頭有無の比較） 
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図－4.3.3-3  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ16 摩擦有：ダボ頭有無の比較） 
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図－4.3.3-4  せん断力－滑り変位曲線 

       （φ16 摩擦無：ダボ頭有無の比較） 

(財)建材試験センター
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４．３．４ ダボ径の比較 

 図－4.3.4-1～図－4.3.4-4に，各シリーズにおいてダボ頭有無の比較で示したせん断力と

滑り変位曲線を示す。 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断
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図－4.3.4-1  せん断力－滑り変位曲線 

       （ダボ頭有，摩擦有：ダボ径の比較） 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断
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図－4.3.4-2  せん断力－滑り変位曲線 

       （ダボ頭有，摩擦無：ダボ径の比較） 

(財)建材試験センター
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図－4.3.4-3  せん断力－滑り変位曲線 

       （ダボ頭無，摩擦有：ダボ径の比較） 

(財)建材試験センター
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図－4.3.4-4  せん断力－滑り変位曲線 

       （ダボ頭無，摩擦無：ダボ径の比較） 

(財)建材試験センター
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４．４ 試験結果（初期剛性） 

 表－4.4.1-1及び表－4.4.1-2に初期剛性一覧を示す。表中の初期剛性は，下図の模式図に

あるように，せん断力－滑り変位曲線中の初期接線勾配を目視判断により読み取った値であ

る。表中，初期剛性をもとにオフセット処理された変位とは，第 1 サイクル時はスリップ変

位を,第 2 サイクル時は残留変位に相当するものである。また，表には,第 1 サイクルの初期

剛性を対象に，シリーズごとに 3 体の平均値，標準偏差，変動係数，5％下限値(信頼度 95％，

有意水準 0.05 で，全 3 章参照)も示した。 
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 図－4.4.1-1～図－4.4.1-4（ダボ径φ13mm に関する）及び図－4.4.2-1～図－4.4.2-4（ダ

ボ径φ16mm に関する）に，せん断力－滑り変位曲線中の初期剛性を示す。各図には,初期接

線勾配に対する目視判断した点が○印でプロットされている。その際,第 2 サイクルは，第１

サイクル除荷時に生じた残留変位を原点移動して表記した。 

 図－4.4.3-1及び図－4.4.3-2に，初期剛性の比較を示す。図には，シリーズごとに 3 体の

平均値，最大値及び最小値を示した。 
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 ここで，ダボ径φ13mm に着目し，図－4.4.3-1における第 1 サイクル時の初期剛性（Kd1）

を見る。同図より，通常の施工時と同じ状況になる試験体 11A（摩擦有及びダボ頭有）の初

期剛性が最も高い傾向にあった。その平均値は 4.8[kN/mm]であり，丸太組技術基準で与えら

れる降伏耐力計算値（6.55kN）及び降伏変形角 1/60rad から求まる剛性 2.18[kN/mm]の約 2.2

倍あった。得られた初期剛性は，スリップ変位の影響を除去した理想化状態にしたものの，

実施工に近い状態となる試験体 11A は，現行基準を大きく上回ることが分かった。 

 一方，ダボ頭を有しても摩擦を無くした試験体 11N の平均値は 2.4[kN/mm]である。その他

の試験体 13A 及び 13N も 2[kN/mm]前後であることから，施工時におけるダボ締め付け力など

による摩擦の影響を受けない場合の初期剛性は，概ね丸太組技術基準で与えられる剛性に一

致すると言える。すなわち，丸太組技術基準ではダボ締め付け力及び鋼製ダボとログ材間の

穴のクリアランスなどを考慮した設計法になっていると考えれば，試験体 11N，13A 及び 13N

の結果から下限値を与えていることが判断される。しかし，実際の建物では，鉛直軸力によ

る摩擦力，ダボ締め付けによる摩擦力などが生じており，試験体 11A の結果も含め実態の状

況に対する下限値を示せれば，現行規準に対する初期剛性の見直しを検証する価値があると

思われる。 
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表－4.4.1-1  初期剛性一覧 

試験体 第 1 サイクル（1C）時 第 2 サイクル（2C）時 

記号 番号 

初期剛性をもとに 

オフセット処理 

された変位 

[mm] 

初期剛性 

Kd1 

[kN/mm] 

初期剛性をもとに 

オフセット処理 

された変位 

[mm] 

初期剛性 

Kd2 

[kN/mm] 

1 1.20 5.00 -0.27 16.07 

2 0.91 4.56 0.00 93.57 

3 0.94 4.94 -0.03 281.50 

平均 － 4.83 － － 

標準偏差 － 0.20.20.20.2    － － 

変動係数 － 0.0410.0410.0410.041    － － 

11-A 

5％下限値 － 4.514.514.514.51    － － 

1 1.92 3.42 -0.19 20.00 

2 0.49 1.85 -0.27 6.51 

3 0.45 2.00 -0.34 5.00 

平均 － 2.422.422.422.42    － － 

標準偏差 － 0.90.90.90.9    － － 

変動係数 － 0.3720.3720.3720.372    － － 

11-N 

5％下限値 － 0.940.940.940.94    － － 

1 0.98 2.38 -0.22 8.54 

2 0.19 1.87 -0.30 6.95 

3 2.17 1.77 -0.14 7.22 

平均 － 2.012.012.012.01    － － 

標準偏差 － 0.30.30.30.3    － － 

変動係数 － 0.1490.1490.1490.149    － － 

13-A 

5％下限値 － 1.521.521.521.52    － － 

1 0.17 1.82 -0.17 3.79 

2 1.25 2.10 0.19 4.96 

3 2.87 2.00 0.23 5.84 

平均 － 1.971.971.971.97    － － 

標準偏差 － 0.10.10.10.1    － － 

変動係数 － 0.0510.0510.0510.051    － － 

13-N 

5％下限値 － 1.811.811.811.81    － － 

(注)表中の 5％下限値は，信頼度 95％，有意水準 0.05 による。 

  なお,3 章でも示したように，5％下限値耐力は,正規分布を仮定した際の確率密度関数上の 

  値で，（平均値－1.64 標準偏差）より求まる。 

(財)建材試験センター
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表－4.4.1-2  初期剛性一覧 

試験体 第 1 サイクル（1C）時 第 2 サイクル（2C）時 

記号 番号 

初期剛性をもとに 

オフセット処理 

された変位 

[mm] 

初期剛性 

Kd1 

[kN/mm] 

初期剛性をもとに 

オフセット処理 

された変位 

[mm] 

初期剛性 

Kd2 

[kN/mm] 

1 -0.05 3.33 -0.03 116.00 

2 1.16 5.09 -0.09 22.18 

3 -0.30 3.93 -0.15 19.15 

平均 － 4.124.124.124.12    － 52.44 

標準偏差 － 0.90.90.90.9    － 55.1 

変動係数 － 0000.219.219.219.219    － 1.051 

14-A 

5％下限値 － 2.642.642.642.64    － -37.92 

1 1.06 3.84 -0.33 6.00 

2 0.12 3.08 -0.19 6.33 

3 0.98 4.24 -0.21 5.71 

平均 － 3.723.723.723.72    － 6.01 

標準偏差 － 0.60.60.60.6    － 0.3 

変動係数 － 0.1610.1610.1610.161    － 0.050 

14-N 

5％下限値 － 2.732.732.732.73    － 5.52 

1 0.11 2.95 -0.32 6.80 

2 1.57 2.99 -0.11 8.59 

3 2.21 2.72 -0.21 9.21 

平均 － 2.892.892.892.89    － 8.20 

標準偏差 － 0.20.20.20.2    － 1.2 

変動係数 － 0.0690.0690.0690.069    － 0.146 

15-A 

5％下限値 － 2.562.562.562.56    － 6.23 

1 0.62 2.95 0.07 7.01 

2 0.33 1.87 -0.10 4.60 

3 1.11 3.41 -0.04 6.20 

平均 － 2.742.742.742.74    － 5.94 

標準偏差 － 0.80.80.80.8    － 1.2 

変動係数 － 0.2920.2920.2920.292    － 0.202 

15-N 

5％下限値 － 1.1.1.1.43434343    － 3.97 

(注)表中の 5％下限値は，信頼度 95％，有意水準 0.05 による。 

  なお,3 章でも示したように，5％下限値耐力は,正規分布を仮定した際の確率密度関数上の 

  値で，（平均値－1.64 標準偏差）より求まる。 
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：11A　（φ13頭有・摩擦有）
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図－4.4.1-1  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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図－4.4.1-2  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：13A　（φ13頭無・摩擦有）
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図－4.4.1-3  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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試験体記号：13N　（φ13頭無・摩擦無）
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図－4.4.1-4  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：14A　（φ16頭有・摩擦有）
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図－4.4.2-1  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：14N　（φ16頭有・摩擦無）
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図－4.4.2-2  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：15A　（φ16頭無・摩擦有）
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図－4.4.2-3  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：16N　（φ16頭無・摩擦無）
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図－4.4.2-4  初期剛性（荷重－変形関係の初期時の拡大） 

(財)建材試験センター
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図－4.4.3-1  初期剛性の比較 

(財)建材試験センター
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図－4.4.3-2  初期剛性の比較 

(財)建材試験センター
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 図－4.4.4-1～図－4.4.4-4（ダボ径φ13mm に関する）及び図－4.4.5-1～図－4.4.5-4（ダ

ボ径φ16mm に関する）に，オフセット処理後のせん断力－滑り変位曲線を示す。同図は，前

述により得られた初期剛性をもとに,スリップ変位をオフセット処理して表記したもので，滑

り変位 4mm 時までを示している。 

 また，ダボ径φ13mm に関する図中には，昨年度提案した鋼製ダボ単体のせん断力－滑り変

位に関するバイリニア型骨格線モデルも併記した。参考までに，同骨格線の第 1 勾配は鋼製

ダボのせん断抵抗による抵抗機構を，第 2 勾配は鋼製ダボのロープ効果による抵抗機構を表

している。 

 

 ここで，ダボ径φ13mmに関する図－4.4.4-1～図－4.4.4-4に着目する。図－4.4.4-1より，

ダボ頭有・摩擦有とした試験体 11A の第 1 サイクル時は，バイリニア型骨格線モデルと概ね

一致していた。これらは 3 体ともに同様な傾向を示しており，昨年度のモデルの妥当性が認

められる。一方，第 2 サイクル時の剛性は，鋼製ダボとログ材中の穴とのクリアランスがな

くなったことにより第 1 サイクルより高くなっている。この結果から，次のことが考えられ

る。すなわち，第 1 サイクル時の初期剛性は，スリップ変位を除いて求めた理想化した状態

のものであるので，本来なら，第 1 サイクル時と第 2 サイクル時の剛性は同じになるはずで

ある。しかし，第 2 サイクル時の方が剛性は高いということは，第 1 サイクル時でスリップ

変位を除いても，鋼製ダボとログ材穴とのクリアランスの影響が完全には除去できていない

と判断される。従って，第 1 サイクル時の初期剛性は，安全側に算出されていることが推察

される。 

 図－4.4.4-2～図－4.4.4-4 においてこれらの試験体はいずれもログ材接合界面に摩擦力

が生じないものであるが，第 1 サイクル時の剛性はバイリニア型骨格線モデルを下回ってお

り，むしろ第 2 サイクル時で概ね一致していた。また，その後の曲線形状もロープ効果を表

すバイリニア型骨格線モデルの第 2 勾配とも一致している。従って，鋼製ダボとログ材との

穴のクリアランスによる剛性低下を除けば，昨年度提案した骨格線は，鋼製ダボ単体のせん

断力－滑り変位挙動を現す妥当なモデルであったと言える。 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：11A　（φ13頭有・摩擦有）

 

 

 

図－4.4.4-1  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター
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(注)各図中，黒実線は，昨年度提案したバイリニア型骨格線モデルである。

 

 

 

図－4.4.4-2  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター
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(注)各図中，黒実線は，昨年度提案したバイリニア型骨格線モデルである。

 

 

 

図－4.4.4-3  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター
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(注)各図中，黒実線は，昨年度提案したバイリニア型骨格線モデルである。

 

 

 

図－4.4.4-4  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：14A　（φ16頭有・摩擦有）

 

 

図－4.4.5-1  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：14N　（φ16頭有・摩擦無）

 

図－4.4.5-2  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：15A　（φ16頭無・摩擦有）

 

 

図－4.4.5-3  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：15N　（φ16頭無・摩擦無）

 

 

図－4.4.5-4  スリップ変位を除いた初期勾配と骨格線モデルの比較 

(財)建材試験センター

-89-



 

 

４．５ 試験結果（せん断力及びダボ軸力曲線） 

・図－4.5.1-1～図－4.5.1-4（ダボ径φ13mm に関する）及び図－4.5.2-1～図－4.5.2-4 

 （ダボ径φ16mm に関する）に，せん断力とダボ軸力の関係を示す。 

 各図，せん断力とダボ軸力は，滑り変位との関係で図示している。 

 ダボ軸力は，鋼製ダボ内に埋め込み式のひずみゲージ（首下 35mm）を貼付して測定した値 

 に，校正係数を測定ひずみに乗じて得られる値である。 

 

  ダボ軸力（Nd） 

   Nd=εD 校正係数  [kN] 

   ここで，εD：計測ひずみ[ 10

-6

] 

   校正係数：0.0269 

 

 図－4.5.1-1 及び図－4.5.2-1 より，摩擦有り及びダボ頭有りとした試験体 11A 及び 14A

のダボ軸力は第 1 サイクル時（降伏耐力計算値）まで小さく，それ以降に大きくなる傾向が

見られた。一方，その他の図においてダボ頭を無しとした試験体は滑り変位が大きくなって

もダボ軸力が殆ど生じていない。これらから，降伏耐力までは鋼製ダボに軸力が生ぜず，滑

り変位の増大に伴って作用するロープ効果によりダボ軸力が大きくなることが確認できた。 

 なお，昨年度行った一面せん断試験に関する報告の中では，これらの抵抗機構として図－

4.5.3による力学モデルを示した上での理論的考察を加え，その結果から図－4.5.4に示す抵

抗要素を示し，図－4.5.5 のようにその組み合わせによるバイリニア型骨格線モデルを定式

化している。図－4.5.1-1及び図－4.5.2-1の結果によるダボ軸力発現状況は，図－4.5.3～

図－4.5.5 に示した抵抗機構と一致していることから，昨年度考察した力学的モデルが妥当

であることが確認できた。 

(財)建材試験センター
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図－4.5.1-1  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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図－4.5.1-2  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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図－4.5.1-3  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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図－4.5.1-4  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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図－4.5.2-1  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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図－4.5.2-2  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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試験体記号：15A　（φ16頭無・摩擦有）
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図－4.5.2-3  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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試験項目  ：鋼製ダボの一面せん断

試験体記号：15N　（φ16頭無・摩擦無）
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図－4.5.2-4  せん断力とダボ軸力の関係 

(財)建材試験センター
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図－4.5.5 ΣQnfdr－δs 曲線の模式図 

（依頼番号 09R009 報告書参照） 
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４．６ 本章まとめ 

 ログハウス耐震性能発揮メカニズムの解明の 1 つとして，ログ材を 2 段積み重ねて構成し

たログ材間の一面せん断試験を昨年度の試験に追加して行った。その結果，昨年度及び本年

度の双方の試験結果を総じて，以下のことが言える。 

① 施工時における鋼製ダボの締め付け力による摩擦力には，ある種当然のことであるが人

為的誤差が大きいことが分かった。なお，本試験結果の範囲では，ダボ径φ13mm とφ16mm

とでは，ばらつきを無視すれば大きな違いが見られなかった。これは，用いた丸座金が

どちらも同じもの(φ38mm，厚さ 3.2mm)が使用されていたことが一因に挙げられる。 

② 鋼製ダボの締め付け力による摩擦力を無視しても，少なくとも鉛直軸力による摩擦係数

としてμa＝0.5 程度は見込めることが明らかになった。 

③ ダボ径φ13mm に着目し初期剛性を調べたところ，通常の施工時と同じ状況になる試験体

（摩擦有及びダボ頭有）の初期剛性平均値は 4.8[kN/mm]あり，丸太組技術基準で与えら

れる剛性 2.18[kN/mm]の約 2.2 倍あった。一方，施工時にダボ締め付け力などによる摩擦

の影響を受けない試験体の初期剛性は，概ね丸太組技術基準の剛性に一致して。 

④ 上記③から，丸太組技術基準では，鋼製ダボに頭がなく，かつ，摩擦力を無視した状態

での下限値を与えていることが考察された。実際の建物には生じている摩擦力などを含

め，実況に応じた下限値を今後示せれば，現行基準に対する初期剛性の見直しを行える

可能性を示せた。 

⑤ スリップ変位を除去して理想化したせん断力－滑り変位曲線（通常の施工状態を想定し

た試験体）は，昨年度提案した鋼製ダボ単体のバイリニア型骨格線モデルと概ね一致し

ていた。その際，実際の理想化状態より安全側に算出(スリップ変位を除いた曲線から初

期剛性を算出しても，ダボとログ材穴とのクリアランスの影響が完全には除去できてい

ない)されていることが判断された。その他の試験体(いずれもログ材接合界面に摩擦力

が生じないもの)でも，第 2 サイクル時の曲線形状はバイリニア型骨格線モデルと一致し

ていた。従って，鋼製ダボとログ材との穴のクリアランスによる剛性低下を除けば，昨

年度提案した骨格線は，鋼製ダボ単体のせん断力－滑り変位挙動を現す妥当なモデルで

あったと言える。 

⑥ 鋼製ダボに生じる引張力とせん断力の関係を調べたところ，試験時の挙動は，昨年度提

案した抵抗機構に対する力学的モデルで説明可能なことが明らかとなった。従って，昨

年度提案した力学的モデルの妥当性が改めて確認できた。 

(財)建材試験センター
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５．鋼製ダボの軸力に関する検証 

 3 章で示した鋼製ダボによるログ材間の引張試験から荷重-変位曲線を平均化したもの

は，一次元振動台試験時のダボ軸力－ログ材間の相対上下方向変位曲線の傾向を概ね把握

していた。一方，これまで行ってきたログハウスにおけるログ壁を対象とした幾つかの振

動台試験から，例えば JMA 神戸海洋波 100％加振時にはダボ引き抜き力が 20kN 程度生じる

ことが分かってきた。しかし，設計においては，地震力とダボ引き抜き力の関係が明らか

にならないと，例えば標準せん断力係数（C0）が 0.2 や 1.0 時の地震力に対する必要ダボ

量の判定ができないことになる。 

 そこで，本章では，要素壁一次元振動台試験結果

＊

(試験体記号：鋼製ダボ 1.0，鋼製ダ

ボ 1.5，鋼製ダボ 2.0)を用いて，層せん断力の作用によりログ壁脚部に生じるモーメント

と，ログ壁脚部においてダボ引張力と最下段ログ材の土台へのめり込みによる圧縮力によ

って生じる偶力モーメントとの釣り合い関係を検証することで，耐震設計に対する基礎的

資料の取得を試みた。なお，検討対象とする地震波は，JMA 神戸海洋波 50％及び 100％－1

回目加振とする。 

 

 

＊ 依頼番号 07R026 号，平成 20 年 10 月発行（平成 20 年 4 月試験実施） 

(財)建材試験センター
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 具体的には，以下に示すが，いずれもログ壁を剛と仮定して脚部のみで回転が生じると

扱っている。 

 地震力の作用によりログ壁脚部には，層せん断力とログ壁高さとの間に次の関係式によ

るモーメントが生じる。 

 Mq=Qx H  ・・・(5.1) 

  ここで，Qx：層せん断力，H：ログ壁高さ 

 

一方，ログ壁脚部においては，引張側におけるダボ軸力と最下段ログ材の土台へのめり込

み圧縮力に対して，次の偶力モーメントが生じる。 

 Mn=ΣTn B＝ΣC B  ・・・(5.2) 

  ここで，ΣTn：引張側，最外縁のダボ引張力 

      ΣC：圧縮側，ログ材の土台へのめり込み圧縮力 

       B：ログ壁脚部に生じる引張力及び圧縮力の応力中心間距離 

 

式(1)及び式(2)によるモーメント Mq 及び Mn は，釣り合いを保つので次式が成り立つ。 

 Mq/B＝ΣTn  ・・・(5.3) 

 

式(5.3)より，Mq/B は層せん断力によって生じるログ壁脚部の引張力に相当するので，以

下，これを Tq と表現する。次頁以降，窓型開口とした鋼製ダボ 1.0，鋼製ダボ 1.5，鋼製

ダボ 2.0 による 3 体の試験体を取り上げ Tq とΣTn との関係を調べる。その際に，式(5.1)

における H の取り扱い及び式(5.2)又は式(5.3)におけるΣTn の取り扱いについて，3 つの

検証を試みている。なお，いずれの検証においても，式(5.2)中の応力中心間距離 B は，直

交壁芯心間距離としている。 

 

(財)建材試験センター
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５．１ 検証方法① 

 本項では，層せん断力（Qx：応答加速度波形に試験体重量を乗じて算出した値）の作用

点を 2 階床上と仮定し，Qx に高さ 2700mm（土台天端～ログ材 15 段分の高さ）を乗じたモ

ーメントから鉛直軸力による負のモーメントを差し引き，これをログ壁の回転半径(応力中

心間距離：B)で除したもの（Tq）と測定値ダボ軸力（Tn）との比較を試みた。 

 なお，これまで行ってきた検証結果から窓型開口の場合，ログ壁全体が回転し下図模式

図中でいう D07，D01，D04 にダボ引張軸力が作用していたので，最外縁ダボ引張（ΣTn）

は，それらの合計値とした。その際，前述したように応力中心間距離（B）は直交壁芯心間

距離としているが，本来なら壁ごとに対するΣTn の引張合力位置とめり込み圧縮合力位置

で与えられる距離を採用すべきである。本年度の報告書では，便宜的に直交壁芯心間距離

で検証を進め，詳細な検証は今後も行っていきたい。 

 図－5.1.1及び図-5.1.2に，Tq及びΣTnとログ材間相対上下方向変位との関係を示すが，

図は JMA 神戸海洋波のみを比較対象とし，かつ，同地震波加振で得られた履歴曲線中の主

要な 2 つのループ時のみを示している。 

 これらの図より，層せん断力から求めたログ壁脚部の引張力(Tq：図中青線)は，実測値

となるダボ引き抜き力(ΣTn：図中赤線)より約 2 倍程度大きい傾向にあった。その要因と

しては，直交壁に配したダボの引張力がΣTn に加算されていないことが要因の 1 つに挙げ

られる。 

(財)建材試験センター
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①層せん断力から求まる引張力 

 Tq＝（Q H-W B／2)/B 

  ここで，H=2700mm，B=3300mm，W=21.9kN 

②ダボ軸力測定値による引張力 

  鋼製ダボ 1.0 試験体：ΣTn=Tn(D01)+Tn(D04) 

  鋼製ダボ 1.5 試験体：ΣTn=Tn(D07)+Tn(D01)+Tn(D04) 

  鋼製ダボ 2.0 試験体：ΣTn=Tn(D07)+Tn(D01)+Tn(D04) 

   ここで，Tn(D07)，Tn(D01)，Tn(004)は，ダボ軸力測定値 

  

  

模式図  層せん断力とダボ引張軸力との釣り合いについて 
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試験体記号：鋼製ダボ1.0・1.5・2.0

(注）δuは，D07の位置に取り付けた相対上下方向変位である。

加振波形：JMA神戸海洋波50％
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図－5.1.1  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(財)建材試験センター
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試験体記号：鋼製ダボ1.0・1.5・2.0

(注）δuは，D07の位置に取り付けた相対上下方向変位である。

加振波形：JMA神戸海洋波100％－1回目
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図－5.1.2  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(財)建材試験センター
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５．２ 検証方法② 

 前項の結果を受け，本項ではダボ引張（ΣTn）に対して直交壁に配したダボ引張力を加

算したもので比較する。但し，実際の試験時には，直交壁ダボの軸力を計測していないの

で最外縁ダボの計測値を 2 倍した。図－5.2.1 及び図-5.2.2 に，先に示した図－5.1.1 及

び図-5.1.2 の∑Tn に直交壁ダボ軸力を加算した際の結果を示す。 

 

  鋼製ダボ 1.0 試験体：ΣTn=Tn(D01) 2+Tn(D04) 

  鋼製ダボ 1.5 試験体：ΣTn=Tn(D07) 2+Tn(D01)+Tn(D04) 

  鋼製ダボ 2.0 試験体：ΣTn=Tn(D07) 2+Tn(D01)+Tn(D04) 

   ここで，Tn(D07)，Tn(D01)，Tn(004)は，ダボ軸力測定値 

 

 図－5.2.1 及び図-5.2.2 を見ると，JMA 神戸海洋波 50％加振の第 1 ループに関しては，

いずれの試験体も概ね Tq とΣTn が一致した。その他は，依然 Tq の方がΣTn より小さい傾

向にあるものの両者の差が小さくなった。
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試験体記号：鋼製ダボ1.0・1.5・2.0

(注）δuは，D07の位置に取り付けた相対上下方向変位である。

加振波形：JMA神戸海洋波50％
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図－5.2.1  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(直交壁ダボ軸力考慮) 

(財)建材試験センター
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試験体記号：鋼製ダボ1.0・1.5・2.0

(注）δuは，D07の位置に取り付けた相対上下方向変位である。

加振波形：JMA神戸海洋波100％-1回目
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図－5.2.2  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(直交壁ダボ軸力考慮) 

(財)建材試験センター
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５．３ 検証方法③ 

 要素壁一次元振動台試験時の加振中の目視観察及びその映像などを見ると，開口より兆

部のログ材(垂れ壁部分)では，水平ずれ及び上下開きなどが見られなかった。従って，垂

れ壁部分でも，少なからず水平及び上下変位が生じているが，その変位量は他の箇所と比

べて小さいと考えられる。そこで本項では，地震力の作用によりログ壁脚部に生じるモー

メントを算出する際に次の高さを乗じた。すなわち，開口より上段のログ壁(垂れ壁)部分

は剛と仮定し，開口上から土台までの距離である。図－5.3.1 及び図-5.3.2 に，図－5.2.1

及び図-5.2.2 の Tq を本方法で算出したものの結果を示す。 

 Tq＝（Q H-W B／2)/B 

  ここで，H=2160mm，B=3300mm，W=21.9kN 

 図－5.3.1 及び図-5.3.2 より，JMA 神戸海洋波 50％加振の第 1 ループは，ΣTn が Tq よ

り大きくなる傾向になったが，その他は大略，ΣTn と Tq が一致する傾向にあった。 

模式図  層せん断力とダボ引張軸力との釣り合い
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試験体記号：鋼製ダボ1.0・1.5・2.0

(注）δuは，D07の位置に取り付けた相対上下方向変位である。

加振波形：JMA神戸海洋波50％
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図－5.3.1  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(層せん断力により生じる脚部モーメントの検討) 

(財)建材試験センター
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試験体記号：鋼製ダボ1.0・1.5・2.0

(注）δuは，D07の位置に取り付けた相対上下方向変位である。

加振波形：JMA神戸海洋波100％-1回目
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図－5.3.2  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(層せん断力により生じる脚部モーメントの検討) 

(財)建材試験センター
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５．４ 静的面内せん断試験との比較（参考） 

 この項では，上記 5.1 項～5.3 での検証内容を静的面内せん断試験結果

＊

について参考と

して示す。静的面内せん断試験時の試験体は，要素壁一次元振動試験時の鋼製ダボ 2.0 試

験体と同じにあるが，ログ材間にテフロンシートを設けることで摩擦有無とした 2 体があ

る。図－5.4.1～図-5.4.3 に Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位の関係を示す。 

 ここで， 

 図－5.4.1：検証方法①(高さを階高 H＝2700mm とし，直交壁ダボ軸力考慮なし) 

 図－5.4.2：検証方法②(高さを H とし，直交壁ダボ軸力を考慮) 

 図－5.4.3：検証方法③(高さを開口までの H＝2160mm とし，直交壁ダボ軸力を考慮) 

 である。 

 なお，本試験体では，鋼製ダボ 2.0 試験体で測定した D04 のダボ軸力を測定していない。

図－5.4.2 及び図－5.4.3 では，D04 の引張軸力として D01 の引張軸力の 1／2 を加えた。

また，図－5.4.1 及び図－5.4.2 での高さ H は，ジャッキ取り付け位置（最上段ログ材の中

心位置でログ材 14 段+ログ材 0.5 段分の高さ）としている。 

 各図より，摩擦有りとした試験体(試験体記号：Friction-H1.0)は，概ね検証方法①での

適合性が良く，検証方法②及び検証方法③は Tq に対してΣTn の方が高い値にあった。逆

に，摩擦無しとした試験体(試験体記号：Non Friction-H1.0)は，検証方法①は一次元振動

台試験と同様に Tq はΣTn の約 2 倍高い値を示し，検証方法②及び検証方法③の方がむし

ろ Tq とΣTn の適合性が良い傾向にあった。 

 

＊ 依頼番号 08R034 号，平成 21 年 3 月発行（平成 21 年 2 月試験実施） 
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試験体記号：Friction-H1.0，Non Friction-H1.0

試験項目：静的面内せん断
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図－5.4.1  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(財)建材試験センター

-115-



 

 

 

試験体記号：Friction-H1.0，Non Friction-H1.0

試験項目：静的面内せん断
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図－5.4.2  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(財)建材試験センター
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試験体記号：Friction-H1.0，Non Friction-H1.0

試験項目：静的面内せん断
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図－5.4.3  Tq 及びΣTn とログ材間相対上下方向変位との関係 

(財)建材試験センター
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５．５ 本章まとめ 

 以上から，層せん断力とダボ引張力の関係に対して次のことが言える。すなわ，窓型開

口によるログ壁においては，垂れ壁を剛と仮定し層せん断力に開口頂部から土台天端まで

の距離を乗じたモーメントから算出しえれる引張力が，ダボ引き抜き力の合計値に最も適

合性が良い。但し，静的面内せん断試験では，必ずしもそれが妥当とは言えない結果とな

っていた。 

 一方，本報告では，幾つかの問題点を有している。1 点目はログ壁脚部の応力中心間距

離（ダボ引張力とログ材のめり込み圧縮力間距離）であり，引張力の合力中心位置と圧縮

力の合力中心位置に関するより詳細な検証が必要である。2 点目は窓型タイプの試験体に

ついて検証したが，その際，試験体の有効幅を直交壁芯心間距離で取り扱っている。本問

題点は，上記の問題点と関連することであるが，今後検証すべき開口形状が掃き出しタイ

プのような壁ごとの回転性状を考慮した応力中心間距離を具体化すべきである。3 点目は

地震力の作用する高さであり，本報告ではログ壁を剛と仮定し脚部のみを検証したが，実

際はログ材間の水平ずれ及び開口際頂部でもログ材間の開きが生じるので，これらの挙動

を含めた検証が必要である。 

 本報告では，層せん断力とダボ引張力の関係を調べるべき基礎的分析と位置付け，上記

問題点を考慮したより詳細な分析が今後必要と言える。 
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６．動的時の剛性 

６．１ はじめに 

 4 章 4 項において，鋼製ダボ単体の一面せん断試験から得られる初期剛性(せん断剛性)に

ついて検証した。その結果，実施工を想定した試験体は現行の丸太組技術基準で与えられる

初期剛性より高いが，接合界面の摩擦力を無くしたもの及びダボ頭を無くした試験体は丸太

組技術基準と概ね一致することが明らかとなった。従って，現行基準ではダボ頭が無く摩擦

を無視した下限値が与えられていることになる。実態は丸座金を介したダボ締め付けによる

摩擦力，鉛直軸力による摩擦力などが作用しているため，同基準は実態に即していない。 

 そうした背景に対して実際の建物におけるせん断剛性を調べるため，要素壁一次元振動台

試験を対象に動的時の剛性を調べた。検討対象に用いた試験体は以下である。 

① 要素壁における開口の形態を窓型としダボ量を変えた3体＊1

(試験体記号：鋼製ダボ1.0，

鋼製ダボ 1.5 及び鋼製ダボ 2.0) 

② 同様に掃き出し開口とし前記①との比較を兼ねた 1 体(試験体記号：掃き出し)及びこれ

にすだれ壁を有する 2 体の合計 3 体

＊2

(試験体記号：L=1000 及び L=2000) 

 

 その際に検討する地震波としては，JMA 神戸海洋波 50％加振及び JMA 神戸海洋波 100％-1

回目加振を取り上げる。また，同地震波加振から得られた層せん断力－層間変形角曲線にお

いて，第 1 象限での主要なループを描いた第 1 ループ及び第 2 ループを調べる。表－6.1.1

に試験体の概要を，表－6.1.2に試験体の基礎的な諸元を示す。 

 図－6.1.1-1～図－6.1.1-6に，層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形（代表的時刻）と

して，JMA 神戸海洋波 50％加振を示す。同様にして，図－6.1.2-1～図－6.1.2-6に，JMA 神

戸海洋波 100％－1 回目加振を示す。図中には，参考として，第 1 ループ開始点～第 2 ループ

終了点(いずれも層せん断力＝0 の点)を青実線で示している。 

 図－6.1.3-1及び図－6.1.3-2に，入力波形(振動台計測値)から求めた加速度応答スペクト

ル(Sa)－変位応答スペクトル(Sd)曲線を示す。なお，窓型タイプ試験体及び掃き出しタイプ

試験体それぞれは，一次元振動台上に試験体 3 体を設置し同時加振を行っているので，これ

らの Sa-Sd 曲線は同じにある。 

 

 

＊1 依頼番号 07R026 号，平成 20 年 10 月発行（平成 20 年 4 月試験実施） 

＊2 依頼番号 10R002 号，平成 23 年 2 月発行予定（平成 22 年 10 月試験実施） 

(財)建材試験センター
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表－6.1.1  試験体の概要 

試験体 

記号 

試験項目 試験体概要 ログ材 

加振方向の 

壁長さ 

[mm] 

鋼製ダボ 

本数 

[本] 

鋼製ダボ 

1.0 

2 

鋼製ダボ 

1.5 

3 

鋼製ダボ 

2.0 

窓型開口による 

要素ログ壁 

すぎ 

E70 

 

3300 

4 

掃き出し 

掃き出し開口による 

要素ログ壁 

3300 3 

L=1000 

掃き出し開口及び 

すだれ壁(長さ 1000mm)付き 

要素ログ壁 

4300 5 

L=2000 

一次元 

振動台 

掃き出し開口及び 

すだれ壁(長さ 2000mm)付き 

要素ログ壁 

すぎ 

E50 

 

5300 5 

（注）1.表中，鋼製ダボの本数においてログ材一段当たりに設ける列数である。 

   2.試験体の壁長さは，直交壁芯心間距離である。 

   3.試験体の高さは，いずれも 2700mm である。 

   4.試験体の高さは，いずれも 2700mm である。 

 

(財)建材試験センター
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表－6.1.2  試験体の基礎的な諸元 

試験体重量 

試験体 

記号 

項目 

Wi 

[N] 

ΣWi 

[N] 

ΣQi 

[kN] 

Qy 

[kN] 

Dn 

[本] 

ΣQy 

[kN] 

Ld 

試験体 

質点重量 

9932 

ログ壁構面 

負担軸力 

11934 

鋼製ダボ 

1.0 

直交壁 

地震力 

46410 

68276 13.66 2 13.81 1.01 

試験体 

質点重量 

9932 

ログ壁構面 

負担軸力 

11934 

鋼製ダボ 

1.5 

直交壁 

地震力 

46410 

68276 13.66 3 20.72 1.52 

試験体 

質点重量 

9932 

ログ壁構面 

負担軸力 

11934 

鋼製ダボ 

2.0 

直交壁 

地震力 

46410 

68276 13.66 

6.905 

4 27.62 2.02 

試験体 

質点重量 

8866 

ログ壁構面 

負担軸力 

11907 掃き出し 

直交壁 

地震力 

44982 

65755 13.15 3 19.66 1.50 

試験体 

質点重量 

11642 

ログ壁構面 

負担軸力 

17199 L=1000 

直交壁 

地震力 

80704 

109545 21.91 5 32.77 1.50 

試験体 

質点重量 

13023 

ログ壁構面 

負担軸力 

22050 L=2000 

直交壁 

地震力 

74088 

109161 21.83 

6.554 

5 32.77 1.50 

（注）表中の記号は次の内容を示す。 

   ΣQi：C0＝0.2 時の地震力，Qy：鋼製ダボ 1 本当たりの降伏せん断耐力計算値 

   Dn：ダボ本数，ΣQy：Qy Dn，Ld：ΣQy/Qi 

(財)建材試験センター
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１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－８０

－４０

０

４０

８０

１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－６０

－３０

０

３０

６０

－６０ －４０ －２０ ０ ２０ ４０ ６０

－８０

－４０

０

４０

８０

試験体記号：鋼製ダボ1.0

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）50％

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

    

図－6.1.1-1  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－８０

－４０

０

４０

８０

１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－６０

－３０

０

３０

６０

－６０ －４０ －２０ ０ ２０ ４０ ６０

－８０

－４０

０

４０

８０

試験体記号：鋼製ダボ1.5

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）50％

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.1-2  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－８０

－４０

０

４０

８０

１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－６０

－３０

０

３０

６０

－６０ －４０ －２０ ０ ２０ ４０ ６０

－８０

－４０

０

４０

８０

試験体記号：鋼製ダボ2.0

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）50％

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.1-3  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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８．０ ８．５ ９．０ ９．５ １０．０ １０．５ １１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０

－８０

－４０

０

４０

８０

８．０ ８．５ ９．０ ９．５ １０．０ １０．５ １１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０

－６０

－３０

０

３０

６０

－６０ －４０ －２０ ０ ２０ ４０ ６０

－８０

－４０

０

４０

８０

試験体記号：掃き出し

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）50％

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.1-4  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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８．０ ８．５ ９．０ ９．５ １０．０ １０．５ １１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０

－８０

－４０

０

４０

８０

８．０ ８．５ ９．０ ９．５ １０．０ １０．５ １１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０

－６０

－４０

－２０

０

２０

４０

６０

－６０ －４０ －２０ ０ ２０ ４０ ６０

－８０

－６０

－４０

－２０

０

２０

４０

６０

８０

試験体記号：L=1000

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）50％

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.1-5  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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８．０ ８．５ ９．０ ９．５ １０．０ １０．５ １１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０

－８０

－４０

０

４０

８０

８．０ ８．５ ９．０ ９．５ １０．０ １０．５ １１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０

－６０

－４０

－２０

０

２０

４０

６０

－６０ －４０ －２０ ０ ２０ ４０ ６０

－８０

－６０

－４０

－２０

０

２０

４０

６０

８０

試験体記号：L=2000

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）50％

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.1-6  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－１６０

－８０

０

８０

１６０

１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－２００

－１００

０

１００

２００

－２００ －１００ ０ １００ ２００

－１６０

－８０

０

８０

１６０

試験体記号：鋼製ダボ1.0

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）100％-1回目

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.2-1  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－１６０

－８０

０

８０

１６０

１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０

－２００

－１００

０

１００

２００

－２００ －１００ ０ １００ ２００

－１６０

－８０

０

８０

１６０

試験体記号：鋼製ダボ1.5

　加振波形：JMA神戸海洋波（NS成分）100％-1回目

層せん断力：Qx

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

時刻（sec）

層間変形角：γx

層
間

変
形

角
 
γ

x

　
[
 

1
0

-
3

r
a
d
]

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）曲線  

  層せん断力(Qx)と層間変形角（γx）の時刻歴  

層
せ

ん
断

力

　
 
Q
x
[
k
N
]

層間変形角 γx

　[ 10

-3

rad]

時刻（sec）

 

図－6.1.2-2  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター

-129-



 

１１．０ １１．５ １２．０ １２．５ １３．０ １３．５ １４．０ １４．５ １５．０ １５．５ １６．０ １６．５ １７．０
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図－6.1.2-3  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－6.1.2-4  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 
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図－6.1.2-5  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－6.1.2-6  層せん断力及び層間変形角の時刻歴波形 
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図－6.1.3-1  入力波形(振動台計測値)から求めた Sa-Sd 曲線 

(財)建材試験センター
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図－6.1.3-2  入力波形(振動台計測値)から求めた Sa-Sd 曲線 
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６．２ 特定変形角時の特性値 

 6.1 項で示した層せん断力－層間変形角曲線での第 1 ループ及び第 2 ループ(いずれも第

1 象限を対象)から，特定変形角時の層せん断力及び層間変形角を読み取った。特定変形角

は，以下に示す変形（合計 11 点）である。 

①1/300rad，②1/200rad，③1/150rad，④1/120rad，⑤1/100rad，⑥1/90rad，⑦1/80rad，

⑧1/75rad，⑨1/60rad，⑩1/50rad，⑪1/30rad 

 なお，上記⑨は，丸太組技術基準で与えられる設計変形角であるが，その妥当性に関す

る基礎的資料の取得を目的とし，初期時の変形（上記①～④），降伏後の剛性低下が予測さ

える変形（上記⑤～⑦）を取り上げている。 

 そのうち，②の 1/200rad は，政令第 82 条「許容応力度計算」中の第 2 項「層間変形角」

で規定される許容変形角であり，④の 1/120rad は同政令中において，地震力による構造耐

力上主要な部分の変形によって特定建築物の部分に著しい損傷が生じるおそれのない場合

の許容変形角である。変形角 1/120rad は，政令 46 条「構造耐力上必要な軸組等」の第 4

項に係わる昭和 56 年建告第 1100 号「壁倍率の数値を定める件」において，短期基準せん

断耐力を求める際の評価基準の 1 つにもなっている。これら 1/200rad(又は 1/120rad)は，

平成 12 年改正建築基準法施行令で取り入れられた政令第 82 条の第 6 項「限界耐力計算」

で与えられている損傷限界変形としても与えられている。従って，①及び③を含めた

1/300rad～1/120rad 時の挙動を知ることは，他の構造物と対比させたログハウスの許容変

形角を考察する上で重要になる。 

 ⑧の 1/75rad は，政令第 82 条の第 6 項第 5 号における一般的な建築物の安全限界変形を

示し，⑪の 1/30rad は木質系構造物におけるそれである。⑩の 1/50rad を超える安全限界

変形は，平成 12 年建告第 1457 号の第 3 項において，P－⊿効果による問題がないかを確認

する必要がある変形角として与えられている。 

(注)1.上記，政令とは，建築基準法施行令を指す。 

  2.上記の特定変形角については，以下の文献を参照されたい。 

   ①編集 国土交通省住宅局建築指導課 他：2001 年版 建築物の構造関係技術基準解説書 

    「第Ⅰ編 第 6 章 許容応力度計算，第 7 章 限界耐力計算」，講習会テキスト， 

    pp219～pp304 及び pp305～pp326，平成 13 年 3 月 

   ②編著 国土交通省建築研究所：改正建築基準法の構造関係規定の技術的背景「第 2 章 限界耐力計算」， 

   ぎょうせい，pp9～pp116，平成 13 年 3 月 

   ③企画編集 日本住宅・木材技術センター：木造軸組工法住宅の許容応力度設計 2008 年版 

   「第 6 章 試験方法と評価方法」，pp563～pp574，平成 20 年 12 月 

   ④編集 国土交通省住宅局建築指導課 他：2001 年版 限界耐力計算法の計算例とその解説 

    「第Ⅰ編 限界耐力計算の概要」，pp1～pp60，平成 13 年 3 月 

   ⑤監修 国土交通省住宅局建築指導課 他：2007 年版 建築物の構造関係技術基準 解説書 

   「第 4 章 構造計算による安全確認，第 6 章 保有水平耐力計算等の構造 計算，第 7 章 限界耐力計算」， 

   pp215～pp236，pp279～pp414，pp415～pp445，平成 19 年 8 月 
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 図－6.2.1～図－6.2.6 に窓型タイプ試験体の，図－6.2.7～図－6.2.12 に掃き出しタイ

プ試験体の特定変形角時における特性値を示す。 

 ここで，各図の内容を説明する。 

①最上段の図 

(a) 特定変形角時の層せん断力(Qx)分布である。 

(b) 図中には，同加振時の入力波形（振動台上で計測された加速度波形）をもとに算出し

た加速度応答スペクトル－変位応答スペクトル（SA-SD 曲線：図－6.1.3-1 及び図－

6.1.3-2 の h=0.05 場合）を,せん断力－変形角関係に換算したものを参考としてプロッ

トした。 

(c) 図中のΣQy は，鋼製ダボ降伏せん断耐力計算値(表－6.1)である。 

(d) 図中の Nv は,摩擦力を示し，Wi のうち試験体質点重量とログ壁構面負担軸力を足した

重量(Wn)に摩擦係数 0.5 を乗じた値（Nv＝Wn 0.5）である。 

(e) ΣQy+Nv は,上記(c)及び(d)を足した値である。 

(f) 図中のγd は,丸太組技術基準で与えられている設計変形角(1/60rad)である。 

②中段の図 

(a) 上記①の図から，特定変形角時ごとに求めた等価剛性（Ke＝Qx/δx）である。ここで，

δx は層間変位を示す。 

③最下段の図 

(a) 上記②で得られた等価剛性（Ke）をもとに算出した等価周期(Te)を等価振動数(fe)に

換算した値である。  

ここで， Wi

Ke
2

Te

1
fe

Σ

π＝  
でΣWi は表－6.1 による。  

なお，図中には，同加振の前後に行ったランダム波加振より得られている固有振動数も  

示している。  
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 各図において，次のことが言える。 

ⅰ）層せん断力については，JMA 神戸海洋波 50％加振での最大層間変形角が 1/60rad 以下 

  のものもあり一概に言えないが，概ね 1/60rad 時には降伏せん断耐力計算値(ΣQy)以 

  上の層せん断力が得られている。第 1 サイクルに限定すれば，ΣQy に達するときの層 

  間変形角は 1/150rad～1/120rad 程度であった。但し，試験体には摩擦力が生じており， 

  これを含めた(ΣQy+Nv)で見ると窓型タイプの 3 体(鋼製ダボ 1.0，1.5，2.0)は概ね 

  1/90rad～1/75rad 程度，掃き出しタイプの 3 体はばらつきが大きく顕著な傾向が見ら 

  れない。 

ⅱ）等価剛性を見ると，約 1/200rad～1/150rad 時に剛性が急変する傾向があった。また 4 

  章 4 項でも述べた通り丸太組技術基準での設計剛性は 2[kN/mm]前後であるが，これを 

  越す変形角は 1/300rad のみで，試験体によっては 1/300rad の時点で 2[kN/mm]を下回 

  るものもあった。 

 ⅲ）等価振動数は，等価剛性の低下とともに小さくなっているが，その低下率はわずか 

   であった。但し，ランダム波加振から得られた固有振動数に比べると著しく小さい。 

 

 以上から，丸太組技術基準で与えられている現行の設計変形角は，ある種ばらつきを考

慮すれば妥当と考えられるが，より詳細な検証が必要と考える。但し，丸太組技術基準で

は，摩擦力が考慮されていないので，少なくともこれを考慮しても良い傾向が本結果から

伺える。 
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図－6.2.1  特定変形角時の特性値 
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図－6.2.2  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.3  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.4  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.5  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.6  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.7  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.8  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.9  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.10  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.11  特定変形角時の特性値 

(財)建材試験センター
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図－6.2.12  特定変形角時の特性値 

 

(財)建材試験センター
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６．３ 地震波加振時の固有振動数 

(１)要素壁試験体の一次元振動台試験(JMA 神戸海洋波 50％及び 100％－1 回目) 

 前項 6.2 において，層せん断力－層間変形角曲線上の等価剛性を算出し，それから得ら

れる等価周期(等価振動数)を示した。ここでは，地震波加振時の応答加速度波形をフーリ

エ変換したフーリエ・スペクトルから加振中の卓越固有振動数を読み取った。なお，応答

加速度波形はいずれも平均化（バンド幅 0.2Hz）した波形を用いており，振動台に対する

フーリエ・スペクトル比で示している。また，第 1 ループ開始点～第 2 ループ終了点の時

刻を算出対象とし，その場合データ数が少なくなるのでサンプリング周期 1000Hz のデータ

を用いた。 

 図－6.3.1-1～図－6.3.1-3 に窓型タイプ試験体の，図－6.3.2-1～図－6.3.2-3 に掃き出

しタイプ試験体の地震波加振時の卓越振動数を示す。 

    

 これら図の傾向から，いずれも 2 次の振動数と思われるような卓越振動数が 10Hz 以降に

見られるが，結果としていずれも JMA 神戸海洋波加振時に明確な傾向(1 次の固有振動数に

相当するであろう 10Hz 以下の固有振動数)が見られなかった。

(財)建材試験センター
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図－6.3.1-1  地震波(JMA 神戸海洋波)加振時の卓越振動数 

(財)建材試験センター
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図－6.3.1-2  地震波(JMA 神戸海洋波)加振時の卓越振動数 

(財)建材試験センター
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０

２００

４００

　試験体：掃き出し

加振波形：JMA神戸海洋波50％及び100％-1回目

振動数(Hz)

青線：0X=0.49[Hz]

赤線：2X=0.98[Hz]

　JMA神戸海洋波50％(9.83～11.38sec間)　
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ー

リ
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・
ス

ペ
ク

ト
ル

(注)１.平均化は，バンド幅0.2Hzによる。

　　２.フーリエ・スペクトル比は，振動台に対する比（2X/0X）を示す。

　　　 ここで，0Xは振動台の，2Xは2階床のフーリエ・スペクトル
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０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

０

２００

４００

　試験体：L=1000

加振波形：JMA神戸海洋波50％及び100％-1回目

振動数(Hz)

青線：0X=0.49[Hz]

赤線：2X=0.98[Hz]

　JMA神戸海洋波50％(9.85～11.46sec間)　

フ
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リ
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・
ス

ペ
ク

ト
ル

(注)１.平均化は，バンド幅0.2Hzによる。

　　２.フーリエ・スペクトル比は，振動台に対する比（2X/0X）を示す。

　　　 ここで，0Xは振動台の，2Xは2階床のフーリエ・スペクトル
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０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

０

２００

４００

　試験体：L=2000

加振波形：JMA神戸海洋波50％及び100％-1回目

振動数(Hz)

青線：0X=0.98[Hz]

赤線：2X=0.98[Hz]

　JMA神戸海洋波50％(9.83～11.39sec間)　

フ
ー

リ
エ

・
ス

ペ
ク

ト
ル

(注)１.平均化は，バンド幅0.2Hzによる。

　　２.フーリエ・スペクトル比は，振動台に対する比（2X/0X）を示す。

　　　 ここで，0Xは振動台の，2Xは2階床のフーリエ・スペクトル
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赤線：2X=0.98[Hz]

　JMA神戸海洋波100％-1回目（8.88～10.63sec間）　
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(２)要素壁試験体の一次元振動台試験(BCJ 波レベルⅠ 33％) 

 前記(1)の結果を踏まえ，BCJ 波レベルⅠ 33％加振時における加振中の卓越固有振動数

を同様にして求めた。その際，同加振で得られた層せん断力－層間変形角曲線から等価剛

性(Ke)を求め，その剛性から逆算して得られる等価振動数(fe)と，地震波加振後に行った

ランダム波加振から得られた固有振動数(fr)の関係も調べた。なお，表－6.3.1 には，ラ

ンダム波加振から得られた固有振動数一覧を，試験開始時から JMA 神戸海洋波 100％－1

回目加振後までを示した。図－6.3.3 は，層せん断力－層間変形角曲線である。表－6.3.2

は，図－6.3.3 から読み取った等価剛性(Ke)をもとに算出した振動特性一覧であり，図－

6.3.4-1 及び図－6.3.4-2 は加振中の振動特性及び等価振動数(fe)と固有振動数(fr)の関

係である。 

 

 図－6.3.4－1 及び図－6.3.4－2 における上段の図と表－6.3.1 を見比べると，加振中の

卓越固有振動数はランダム波加振から得られた固有振動数と大きな違いが見られなかった。

また，図－6.3.4-1 及び図－6.3.4-2 における下段の図を見ると，等価剛性から求まる等価

振動数は，ランダム波加振から得られた固有振動数とも概ね一致している。本加振は，中

地震(周波数特性のない地震波として設計時に用いられている地震波を 5％減衰弾性応答

スペクトルで 0.2G 程度になるよう加速度を基準化)を想定したものであるため，C0=0.2 相

当の地震に対する剛性の把握が出来たと考える。 
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表－6.3.1  ランダム波加振から得られた固有振動数の一覧 

固有振動数 

fr 

[Hz] 加振内容 

鋼製ダボ 

1.0 

鋼製ダボ 

1.5 

鋼製ダボ 

2.0 

掃き出し L=1000 L=2000 

試験開始時 

4.91 

（0.204） 

5.60 

（0.179） 

5.91 

（0.169） 

3.89 

（0.257） 

3.58 

（0.279） 

4.42 

（0.226） 

BCJ 波レベルⅠ 

33％ 

加振後 

4.90 

（0.204） 

5.60 

（0.179） 

5.91 

（0.169） 

3.88 

（0.258） 

3.47 

（0.288） 

4.41 

（0.227） 

JMA 神戸海洋波 

(NS 成分)50％ 

加振後 

4.75 

（0.211） 

5.53 

（0.181） 

5.55 

（0.180） 

3.72 

（0.269） 

3.19 

（0.313） 

4.30 

（0.233） 

JMA 神戸海洋波 

(NS 成分)100％ 

－1 回目 

加振後 

4.57 

（0.219） 

4.80 

（0.208） 

4.99 

（0.200） 

3.38 

（0.296） 

2.66 

（0.376） 

3.82 

（0.262） 

（注）表中，上段が固有振動数を示し，下段（ ）内は固有周期[sec]を示す。 
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表－6.3.2  BCJ 波レベルⅠ 33％加振から得られた振動特性一覧 

試験体記号 正・負 

等価剛性 

[kN/cm] 

等価周期 

[sec] 

等価振動数 

[Hz] 

正側 63.5 0.208 4.80 

負側 53.9 0.226 4.42 

鋼製ダボ 

1.0 

平均 58.7 0.217 4.61 

正側 89.1 0.176 5.69 

負側 90.1 0.175 5.72 

鋼製ダボ 

1.5 

平均 89.6 0.175 5.71 

正側 97.9 0.168 5.97 

負側 110.1 0.158 6.33 

鋼製ダボ 

2.0 

平均 104.0 0.163 6.15 

正側 14.8 0.423 2.36 

負側 15.9 0.408 2.45 掃き出し 

平均 15.4 0.416 2.41 

正側 18.4 0.489 2.04 

負側 19.6 0.474 2.11 L=1000 

平均 19.0 0.482 2.08 

正側 28.2 0.395 2.53 

負側 36.8 0.346 2.89 L=2000 

平均 32.5 0.371 2.71 
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　　掃き出しタイプ試験体　　

　　窓型タイプ試験体　　

加振波形：BCJ波レベルⅠ　33％

　鋼製ダボ1.0　 　鋼製ダボ1.5　 　鋼製ダボ2.0　
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図－6.3.3  BCJ 波レベルⅠ 33％加振時の層せん断力－層間変形角曲線 

(財)建材試験センター

-161-



０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

０

５

１０

　試験体：鋼製ダボ1.0，1.5，2.0

加振波形：BCJ波レベルⅠ　33％

振動数(Hz)

4.46[Hz]

5.35[Hz]

5.69[Hz]

フ
ー

リ
エ

・
ス

ペ
ク

ト
ル

比

(注)　フーリエ・スペクトル比は，平均化（バンド幅0.2Hz）して求めた

　 　　振動台に対する比（2X/0X）を示す。

　　　 ここで，0Xは振動台の，2Xは2階床のフーリエ・スペクトル

　　 　なお，図中の数値は，1次の卓越固有振動数である。

fe：等価剛性から求めた固有振動数

fr：地震波加振後のランダム波加振より

　　得られた固有振動数

　

　青線及び●，○：鋼製ダボ1.0　

　赤線及び●，○：鋼製ダボ1.5　

　緑線及び●，○：鋼製ダボ2.0　

　

（注）塗り潰し：正側，白抜き：負側

０ ２ ４ ６ ８

０

２

４

６

８

固有振動数　fr[Hz]

等
価

振
動

数
　

f
e
[
H
z
]
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０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

０

５

１０

　試験体：掃き出し，L=1000，L=2000

加振波形：BCJ波レベルⅠ　33％

振動数(Hz)

3.32[Hz]

2.99[Hz]

3.69[Hz]

フ
ー

リ
エ

・
ス

ペ
ク

ト
ル

比

(注)　フーリエ・スペクトル比は，平均化（バンド幅0.2Hz）して求めた

　 　　振動台に対する比（2X/0X）を示す。

　　　 ここで，0Xは振動台の，2Xは2階床のフーリエ・スペクトル

　　 　なお，図中の数値は，1次の卓越固有振動数である。

fe：等価剛性から求めた固有振動数

fr：地震波加振後のランダム波加振より

　　得られた固有振動数

　

　青線及び●，○：掃き出し　

　赤線及び●，○：L=1000　

　緑線及び●，○：L=2000　

　

（注）塗り潰し：正側，白抜き：負側
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(３)実大試験体の三次元振動台試験(BCJ 波レベルⅠ 33％) 

 前記(2)より，要素壁に関しては，加振中の振動特性(加振中の応答加速度波形をフーリ

エ変換して求めたもの)とランダム波加振から求めた振動特性は概ね一致することが分か

った。更に，層せん断力－層間変形角曲線の等価剛性から求めた等価振動数もランダム波

加振による振動特性とも一致していた。これらの結果を受け，ここでは実大三次元振動台

試験

＊1，＊2

についても同様に調べた。 

 その際，本試験体は 2 質点系となるので，各階の等価剛性を求め，各階質量を用いた次

式により等価振動数(等価周期)を算出した。 
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 ここで， 21 mm 及び ：1 階及び 2 階の質量 

     21及びｋｋ ：1 階及び 2 階の等価剛性 

        ω：試験体の固有振動数 

     efTe及び ：試験体の等価周期及び等価振動数 

 

 表－6.3.3 に，ランダム波加振から得られた固有振動数一覧を試験開始時から BCJ 波レ

ベルⅠ 33％加振後までを示した。図－6.3.5-1 及び図－6.3.5-2 に，層せん断力－層間変

形角曲線を示す。表－6.3.4 は，図－6.3.5-1 及び図－6.3.5-2 から読み取った等価剛性

( 21及びｋｋ )をもとに算出した振動特性一覧である。 

 図－6.3.6-1 及び図－6.3.6-2 に，加振中の卓越振動数及び等価振動数(fe)と固有振動数

(fr)の関係を示す。ここで，fr はランダム波加振から得られた固有振動数である。 

 

＊1 平成 19 年 7 月に実施した，2 階建て木造丸太組構法住宅の三次元振動台試験 

  （依頼番号：07R003 号，平成 20 年 3 月発行） 

   本試験体は，一般的な 2 階建て住宅を想定した試験体である。 

＊2 平成 19 年 10 月に実施した，仮想 3 階建て木造丸太組構法住宅の三次元振動台試験 

  （依頼番号：07R004 号，平成 20 年 3 月発行） 

  本試験体は，上記①と形状・規模が同じ試験体に対して，3 階建て相当の重量を積載 

  したものである。 
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これらの結果から，実大試験体に関しても等価剛性から求めた等価振動数は，ランダム波

加振から得られた固有振動数と一致しており，かつ，加振中の振動数とも一致していた。

従って，ログハウスにおける C0＝0.2 時の中地震に関する基礎的データの取得ができたと 

判断する。 
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表－6.3.3  ランダム波加振から得られた固有振動数の一覧 

固有振動数 

fr 

[Hz] 

加振内容 

実大 Ver1 実大 Ver2 

試験開始時 

6.79 

(0.147) 

4.92 

(0.230) 

BCJ 波レベルⅠ 

33％ 

加振後 

6.68 

(0.150) 

4.08 

(0.245) 

（注）表中，上段が固有振動数を示し，下段（ ）内は固有周期[sec]を示す。 
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表－6.3.4  BCJ 波レベルⅠ 33％加振から得られた振動特性一覧 

試験体記号 正・負 

等価剛性 

[kN/cm] 

等価周期 

[sec] 

等価振動数 

[Hz] 

1 階正 343 

1 階負 324 

2 階正 377 

実大 Ver1 

X 方向 

2 階負 262 

0.159 6.28 

1 階正 418 

1 階負 363 

2 階正 611 

実大 Ver1 

Y 方向 

2 階負 514 

0.144 6.97 

1 階正 155 

1 階負 142 

2 階正 501 

実大 Ver2 

X 方向 

2 階負 536 

0.286 3.50 

1 階正 216 

1 階負 257 

2 階正 199 

実大 Ver2 

Y 方向 

2 階負 227 

0.232 4.33 

(注)等価周期及び等価振動数は，正及び負の平均値のみを示した。

(財)建材試験センター
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　2階Y方向　 　2階X方向　

　1階Y方向　 　1階X方向　

試験体記号：実大Ver1
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図－6.3.5-1  BCJ 波レベルⅠ 33％加振時の層せん断力－層間変形角曲線 

(財)建材試験センター
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　2階Y方向　 　2階X方向　

　1階Y方向　 　1階X方向　

試験体記号：実大Ver2
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図－6.3.5-2  BCJ 波レベルⅠ 33％加振時の層せん断力－層間変形角曲線 

 

(財)建材試験センター
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０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

０

１０

２０

　試験体：実大Ver1

加振波形：BCJ波レベルⅠ　33％

振動数(Hz)

7.07[Hz]

6.63[Hz]

フ
ー

リ
エ

・
ス

ペ
ク

ト
ル

比

(注)　フーリエ・スペクトル比は，平均化（バンド幅0.2Hz）して求めた

　 　　振動台に対する比（RX/0X又はRY/0Y）を示す。

　　　 ここで，0X及び0Yは振動台の，RX及びRYは小屋床のフーリエ・スペクトル

　　 　なお，図中の数値は，1次の卓越固有振動数である。

fe：等価剛性から求めた固有振動数

fr：地震波加振後のランダム波加振より

　　得られた固有振動数

（注）塗り潰し：正側，白抜き：負側

　

　青線及び●，○：X方向　

　赤線及び●，○：Y方向　
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図－6.3.6-1  加振中の卓越振動数及び等価振動数と固有振動数の関係 

(財)建材試験センター

-170-



０ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

０

１０

２０

３０

　試験体：実大Ver2

加振波形：BCJ波レベルⅠ　33％

振動数(Hz)

4.54[Hz]

4.85[Hz]

フ
ー

リ
エ

・
ス

ペ
ク

ト
ル

比

(注)　フーリエ・スペクトル比は，平均化（バンド幅0.2Hz）して求めた

　 　　振動台に対する比（RX/0X又はRY/0Y）を示す。

　　　 ここで，0X及び0Yは振動台の，RX及びRYは小屋床のフーリエ・スペクトル

　　 　なお，図中の数値は，1次の卓越固有振動数である。

fe：等価剛性から求めた固有振動数

fr：地震波加振後のランダム波加振より

　　得られた固有振動数

（注）塗り潰し：正側，白抜き：負側

　

　青線及び●，○：X方向　

　赤線及び●，○：Y方向　
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図－6.3.6-2  加振中の卓越振動数及び等価振動数と固有振動数の関係 

(財)建材試験センター
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６．４ ログ壁の回転剛性 

 本項では，一次元振動台試験時に測定したログ材間の相対上下方向変位のうち，特定変

形角時における特性値として回転剛性の算出を試みた。なお，本項の内容は，今後分析す

べきロッキング挙動に対する基礎的データとして結果のみを示すに留めている。 

 図－6.4.1-1～図－6.4.1-5 には,各試験体回転角算出の概要を示した。回転剛性は，層

せん断力(Qx)を壁ごとに得られた回転角(θud)で除して求めた値である。 

 図－6.4.2-1 及び図－6.4.2-2 に窓型タイプ試験体の，図－6.4.3-1～図－6.4.3-3 に掃

き出しタイプ試験体のログ壁脚部の回転剛性を示す。各図，開口部分を境界とした左壁及

び右壁ごとに示し，掃き出しタイプ試験体のうちすだれ壁を有するものはこれに関するも

のも示した。 

 図－6.4.4-1～図－6.4.4-3 は窓型タイプ試験体の，図－6.4.5-1～図－6.4.5-3 は掃き出

しタイプ試験体の全時刻における層せん断力－ログ壁回転角の関係である。図－6.4.6-1

及び図－6.4.6-2 は，3 階建て試験体(試験体記号：3F

＊1

及び 3F 偏心

＊2

)に関するもので，

参考として示した。 

 

 

＊1 依頼番号 09R025 号，平成 22 年 2 月発行（平成 21 年 12 月試験実施） 

＊2 依頼番号 10R001 号，平成 23 年 2 月発行予定（平成 22 年 12 月試験実施） 

(財)建材試験センター
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単位 mm  

 

左壁,開口上側：θud＝（UD09-UD03）/750 

右壁,開口上側：θud＝（UD06-UD12）/750 

左壁,開口下側：θud＝（UD08-UD02）/750 

右壁,開口下側：θud＝（UD05-UD11）/750 

左壁,壁脚部 ：θud＝（UD07-UD01）/750 

右壁,壁脚部 ：θud＝（UD04-UD10）/750 

    

 

図－6.4.1-1   窓型タイプ試験体（試験体記号：鋼製ダボ 1.0，1.5，2.0） 

    

    

    

    

(財)建材試験センター
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単位 mm  

    

左壁,開口上側：θud＝（UD06-UD02）/750 

右壁,開口上側：θud＝（UD04-UD08）/750 

左壁,壁脚部 ：θud＝（UD05-UD01）/750 

右壁,壁脚部 ：θud＝（UD03-UD07）/750 

 

図－6.4.1-2   吐き出しタイプ試験体（試験体記号：掃き出し） 

(財)建材試験センター
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単位 mm  

    

 

左壁,開口上側 ：θud＝（UD10-UD12）/750  

すだれ壁,開口上側 ：θud＝（UD04-UD06）/(B+300) 

右壁,開口上側 ：θud＝（UD08-UD12）/750  

左壁,壁脚部   ：θud＝（UD09-UD01）/750  

すだれ壁,壁脚部   ：θud＝（UD03-UD05）/(B+300) 

右壁,壁脚部   ：θud＝（UD07-UD11）/750  

 

図－6.4.1-3   吐き出しタイプ試験体（試験体記号：L=1000 及び L=2000） 

(財)建材試験センター
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単位 mm  

 

左壁,開口上側 ：θud＝（UD06-UD02）/535  

右壁,開口上側 ：θud＝（UD04-UD08）/1435  

左壁,壁脚部   ：θud＝（UD05-UD01）/750  

右壁,壁脚部   ：θud＝（UD03-UD07）/1435  

 

図－6.4.1-4   3 階建て試験体（試験体記号：3F） 

(財)建材試験センター
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単位 mm  

 

 

左壁,開口上側 ：θud＝（UD06-UD02）/535  

右壁,開口上側 ：θud＝（UD04-UD08）/2235  

左壁,壁脚部   ：θud＝（UD05-UD01）/750  

右壁,壁脚部   ：θud＝（UD03-UD07）/2235  

 

図－6.4.1-5   3 階建て試験体（試験体記号：3F 偏心） 

(財)建材試験センター
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試験体：鋼製ダボ1.0，1.5，2.0（左壁について）

●：第１ループ　，　●：第２ループ

　　試験体：鋼製ダボ1.0　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：鋼製ダボ1.5　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：鋼製ダボ2.0　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　
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図－6.4.2-1  特定変形角時のログ壁脚部回転剛性 

(財)建材試験センター
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試験体：鋼製ダボ1.0，1.5，2.0（右壁について）

●：第１ループ　，　●：第２ループ

　　試験体：鋼製ダボ1.0　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：鋼製ダボ1.5　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：鋼製ダボ2.0　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　
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図－6.4.2-2  特定変形角時のログ壁脚部回転剛性 

(財)建材試験センター
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試験体：掃き出し，L=1000，L=2000（左壁について）

●：第１ループ　，　●：第２ループ

　　試験体：掃き出し　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：L=1000　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：L=2000　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　
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図－6.4.3-1  特定変形角時のログ壁脚部回転剛性 

(財)建材試験センター
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試験体：掃き出し，L=1000，L=2000（すだれ壁について）

●：第１ループ　，　●：第２ループ

　　試験体：L=1000　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：L=2000　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　
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図－6.4.3-2  特定変形角時のログ壁脚部回転剛性 

(財)建材試験センター

-181-



 

試験体：掃き出し，L=1000，L=2000（右壁について）

●：第１ループ　，　●：第２ループ

　　試験体：掃き出し　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：L=1000　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　

　　試験体：L=2000　　

　JMA神戸海洋波50％　 　JMA神戸海洋波100％-1回目　
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図－6.4.3-3  特定変形角時のログ壁脚部回転剛性 

(財)建材試験センター
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：鋼製ダボ1.0

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.4-1  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：鋼製ダボ1.5

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.4-2  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 

(財)建材試験センター
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：鋼製ダボ2.0

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.4-3  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 

(財)建材試験センター

-185-



JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：掃き出し開口

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.5-1  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：L=1000

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.5-2  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：L=2000

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.5-3  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：3F

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.6-1  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 
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JMA神戸海洋波50％ JMA神戸海洋波100％－1回目

試験体記号：3F偏心

  加振波形：JMA神戸海洋波(NS成分)50％及び100％－1回目
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図－6.4.6-2  ログ材間の相対上下方向変位から求めた回転角 

(財)建材試験センター
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６.５ 本章まとめ 

 4 章の結果（鋼製ダボ単体の一面せん断試験から得られるせん断剛性)を受け，実際の建

物におけるせん断剛性を調べるため，要素壁一次元振動台試験を対象に動的時の剛性を調

べた。その際，各種の設計指針などを参考にした特定変形角(合計 11 点)に着目し，その時

の層せん断力，等価剛性，等価振動数(等価周期)に対する基礎的データを提示した。本章

の資料は，今後の分析課題に対しても有用なデータになると考える。それらの結果から，

以下のことが言える。 

 

①  丸太組技術基準で与えられている現行の設計変形角は，ある種ばらつきを考慮すれば

妥当と考えられる部分も有するが，より詳細な検証が必要と考える。特に，丸太組基

準では摩擦力が考慮されていないので，少なくともこれを考慮しても良い傾向が本結

果から伺える。  

②  JMA 神戸海洋波 50％及び 100％－1 回目では，加振中の固有振動数に明確な傾向が得ら

れなかった。 

③  上記②と同様にして，BCJ 波レベルⅠ 33％加振も求めた。その結果，ランダム波加振

から得られた固有振動数は，加振中の卓越振動数と概ね一致していた。更に，層せん

断力－層間変形角(層間変位)曲線から得られる等価剛性をもとに算出した等価振動数

とも一致していた。 

④  上記③の検証を，三次元振動台試験による実大試験体についても調べた。その結果，

上記と同様なことが言えた。 

⑤  上記①～④を総じて，ログハウスに関する中地震(C0＝0.2)時に対する基礎的データに

関する有用な分析結果の取得ができた。 

(財)建材試験センター
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７．動摩擦試験 

７．１ 試験概要 

 2 段のログ材を水平に積み重ね錘を載荷させた要素試験体について，動摩擦試験を行っ

た。写真－7.1 は代表的な試験体である。 

 図－7.1.1 及び図－7.1.2 に，試験体概要を示す。試験体は，1 本のログ材を水平に 2 段

積み重ねて構成したもので，ログ材間に鋼製ダボを設けないものとした。なお，本試験で

使用した 1 本のログ材は，幅 110mm，高さ 180mm，すぎ材（E50）を使用している。試験体

の変動要因は，①試験体長さ(1000mm，2000mm，3000mm の 3 種類)及び②載荷する錘(小，

中，大の 3 種類)となっている。ここで錘小は，実大 2 階建て試験体における 1 階部分の最

小軸力又は仮想 3 階建てモデルにおける 3 階部分の最小軸力を想定している。錘大は，仮

想 3 階建てモデルの 1 階部分の最大軸力を想定している。錘中は，その中間値である。こ

れら錘算出根拠は，巻末の付録に添付している。表－7.1.1 は試験体一覧である。 

 試験は，SWEEP 波，三角波，正弦波を基本としており，その詳細は表－7.1.2 に示す加振

プログラムに従って行っている。 

 

写真－7.1  試験体概要 

(L＝2000，載荷錘：小) 

(財)建材試験センター
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図－7.1.1  試験体概要   (単位 mm) 

(財)建材試験センター
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図－7.1.2  試験体概要   (単位 mm) 

(財)建材試験センター
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表－7.1.1 試験体一覧 

載荷錘 

試験体 

記号 

記号 

重量 

Wi 

[kN] 

ログ材 

断面 

[mm] 

長さ 

[mm] 

高さ 

[mm] 

鋼製ダボ 

小 3.528 

中 14.994 L=1000 

大 29.988 

1000 

小 3.528 

中 14.994 L=2000 

大 29.988 

2000 

小 3.528 

中 14.994 L=3000 

大 29.988 

幅110 

  

高さ180 

3000 

360 

（2段） 

なし 

(注)表中の錘小は 3500[N/m]，錘中は 15000[N/m]，錘大は 30000[N/m]となっており， 

  それぞれ錘が 16 枚，68 枚，136 枚設置されている。 

  表中の重量は，錘 1 枚当たり（400mm 800mm 9mm）の重量を 220.5[N/枚]として 

  計算した値である。
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表－7.1.2 加振プログラム 

番号 錘 加振波形 内容 

1 SWEEP 波 

変位振幅：1.0cm 

振動数：1Hz→6Hz 

2 SWEEP 波 

変位振幅：0.6cm 

振動数：5Hz→2Hz 

3 三角波 

振動数：1Hz 

加速度：100Gal～400Gal 増幅 

4 

小 

正弦波 

振動数：2Hz 

加速度：100Gal～400Gal 増幅 

5 SWEEP 波 

変位振幅：0.6cm 

振動数：2Hz→5Hz 

6 SWEEP 波 

変位振幅：0.6cm 

振動数：5Hz→2Hz 

7 

中 

正弦波 

振動数：1Hz 

加速度：100Gal～400Gal 増幅 

8 SWEEP 波 

変位振幅：0.6cm 

振動数：2Hz→5Hz 

9 SWEEP 波 

変位振幅：0.6cm 

振動数：5Hz→2Hz 

10 

大 

正弦波 

振動数：1Hz 

加速度：100Gal～400Gal 増幅 

  

(財)建材試験センター
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 なお，本試験では，表－7.1.3 に示す項目を測定した。その際，振動台加速度は，全試

験体で共通測定とした。試験体の応答加速度は，錘架台，錘最頂部，錘側面とした。各ず

れは，上段及び下段ログ材の相対水平方向変位である。上下方向変位は，上段及び下段ロ

グ材の相対上下方向変位である。なお，いずれも計測サンプリング周期を 1000Hz とした。 

 図－7.1.3～図－7.1.5 に，測定位置を示す。 

 

 

 

表－7.1.3 測定項目 

試験体記号 測定項目 測定点数 

－ 振動台加速度 3 

応答加速度 5 

各ずれ(SDP-200) 4 L=1000 

上下方向変位(CDP-50) 4 

応答加速度（2G 及び 5G) 5 

各ずれ(SDP-200) 4 L=2000 

上下方向変位(CDP-50) 4 

応答加速度（2G 及び 5G) 5 

各ずれ(SDP-200) 4 L=3000 

上下方向変位(CDP-50) 4 

合計 42 

 

(財)建材試験センター
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７．2 試験結果 

 図－7.2.1～図－7.31.2 に，摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形及び摩擦係数－滑り変位

関係を示す。なお，摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形は，30sec ごとに区切って色分けし

ている。摩擦係数と滑り変位関係の曲線の色は，摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形で色分

けした時刻に対応している。ここで,摩擦係数は,試験体に載荷した錘の重量を質量換算

(表－7.1.1 中の Wi/980)し，これに錘架台の応答加速度加速度を乗じたものをせん断力

(Qs)とし，せん断力を錘の重量で除した値(Qx/Wi)である。 

 なお，本報告では結果図のみを示し，より詳細な検証は今後も進めていく予定である。
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図－7.2.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.2-2  摩擦係数－滑り変位関係 
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図－7.3.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.3.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.4.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.4.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.5.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.5.2  摩擦係数－滑り変位関係 

(財)建材試験センター
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図－7.6.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.6.2  摩擦係数－滑り変位関係 
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図－7.7.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.7.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.8.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.8.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.9.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.9.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.10.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.10.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.11.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.11.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.12.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.12.2  摩擦係数－滑り変位関係 

(財)建材試験センター
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図－7.13.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.13.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.14.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.14.2  摩擦係数－滑り変位関係  
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図－7.15.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.15.2  摩擦係数－滑り変位関係

(財)建材試験センター

-229-



 

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０ １６０ １８０

－１．０

－０．６

－０．２

０．２

０．６

１．０

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０ １６０ １８０

－２００

－１００

０

１００

２００

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０ １６０ １８０

－２００

－１００

０

１００

２００

試験体　：L=3000

載荷錘　：中

加振波形：SWEEP波(2Hz→5Hz)，変位振幅6mm一定
摩

擦
係

数
　

μ
滑

り
変

位
　

δ
s
1
[
㎜

]
滑

り
変

位
　

δ
s
2
[
㎜

]

時刻[sec]

時刻[sec]

時刻[sec]

 

図－7.16.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

 

(財)建材試験センター
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図－7.16.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.17.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.17.2  摩擦係数－滑り変位関係

(財)建材試験センター
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図－7.18.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター
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図－7.18.2  摩擦係数－滑り変位関係

(財)建材試験センター
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図－7.19.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター

-236-



 

－２００ －１００ ０ １００ ２００

－１．０

－０．５

０．０

０．５

１．０

－２００ －１００ ０ １００ ２００

－１．０

－０．５

０．０

０．５

１．０

試験体　：L=3000

載荷錘　：中

加振波形：SWEEP波(5Hz→2Hz)，変位振幅6mm一定

摩
擦

係
数

　
μ

滑り変位δs1[㎜]

摩
擦

係
数

　
μ

滑り変位δs2[㎜]
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図－7.20.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.21.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.22.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.23.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.24.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.25.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 

(財)建材試験センター

-248-



 

－２００ －１００ ０ １００ ２００

－１．０

－０．５

０．０

０．５

１．０

－２００ －１００ ０ １００ ２００

－１．０

－０．５

０．０

０．５

１．０

試験体　：L=3000

載荷錘　：大

加振波形：SWEEP波(2Hz→5Hz)，変位振幅6mm一定

摩
擦

係
数

　
μ

滑り変位δs1[㎜]

摩
擦

係
数

　
μ

滑り変位δs2[㎜]

 

図－7.25.2  摩擦係数－滑り変位関係

(財)建材試験センター

-249-



 

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０ １６０ １８０

－１．０

－０．６

－０．２

０．２

０．６

１．０

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０ １６０ １８０

－２００

－１００

０

１００

２００

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０ １６０ １８０

－２００

－１００

０

１００

２００

試験体　：L=1000

載荷錘　：大

加振波形：SWEEP波(5Hz→2Hz)，変位振幅6mm一定
摩

擦
係

数
　

μ
滑

り
変

位
　

δ
s
1
[
㎜

]
滑

り
変

位
　

δ
s
2
[
㎜

]

時刻[sec]

時刻[sec]

時刻[sec]

 

図－7.26.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.27.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.27.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.28.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.29.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.29.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.30.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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図－7.30.2  摩擦係数－滑り変位関係
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図－7.31.1  摩擦係数と滑り変位の時刻歴波形 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

鋼製ダボ引張及び一面せん断試験 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

三次元振動台試験：実大試験体 

試験体記号：実大Ver1 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

三次元振動台試験：実大試験体 

試験体記号：実大Ver2 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

一次元振動台試験：窓型タイプ試験体 

試験体記号：鋼製ダボ1.0 

試験体記号：鋼製ダボ1.5 

試験体記号：鋼製ダボ2.0 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

面内せん断試験 

試験体記号：    Friction－H1.0 

試験体記号：Non Friction－H1.0 

試験体記号：    Friction－H0.5 

試験体記号：Non Friction－H0.5 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

一次元振動台試験：掃き出しタイプ試験体 

  試験体記号：掃き出し 

試験体記号：L=1000 

試験体記号：L=2000 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

一次元振動台試験：3階建て試験体 

  試験体記号：3F 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

一次元振動台試験：3階建て試験体 

  試験体記号：3F偏心 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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〔添付資料：試験体図面〕  

 

 

 

 

一次元振動台試験：動摩擦試験体 

  試験体記号：L=1000 

  試験体記号：L=2000 

  試験体記号：L=3000 

 

(注)試験体記号は，本報告書中で用いた記号である。 
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